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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　テープ状の磁気記録媒体であって、
　基体と、
　前記基体上に設けられた下地層と、
　前記下地層上に設けられた磁性層と
　を有し、
　前記基体は、ＰＥＴ（ポリエチレンテレフタレート）、ＰＥＮ（ポリエチレンナフタレ
ート）、ＰＢＴ（ポリブチレンテレフタレート）、ＰＢＮ（ポリブチレンナフタレート）
、ＰＣＴ（ポリシクロヘキシレンジメチレンテレフタレート）、ＰＥＢ（ポリエチレン－
ｐ－オキシベンゾエート）およびポリエチレンビスフェノキシカルボキシレートのうちの
少なくとも１種を含み、
　前記磁性層の表面には、前記磁性層の平均厚みの２０％以上の深さを有する凹みが１６
００μｍ2あたり２０個以上２００個以下の割合で形成されており、
　前記磁性層の表面における、１０℃以上４５℃以下の温度において振り子粘弾性試験に
より求められる対数減衰率は０．０２５以上０．０３５以下であり、
　前記対数減衰率の最大値と前記対数減衰率の最小値との差は０以上０．０２０以下であ
り、
　前記磁気記録媒体の垂直方向における角形比は、６５％以上であり、
　前記磁性層の平均厚みは、８０ｎｍ以下であり、
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　前記磁気記録媒体の平均厚みは、５．４μｍ以下である
　磁気記録媒体。
【請求項２】
　前記対数減衰率は０．０２５以上０．０３０以下である
　請求項１記載の磁気記録媒体。
【請求項３】
　前記磁性層の表面には、前記凹みが１６００μｍ2あたり４０個以上２００個以下の割
合で形成されている
　請求項１記載の磁気記録媒体。
【請求項４】
　前記磁性層の表面には、前記凹みが１６００μｍ2あたり８０個以上１８０個以下の割
合で形成されている
　請求項１記載の磁気記録媒体。
【請求項５】
　前記磁性層は磁性粉を含み、
　前記磁性粉は、Ｂａ（バリウム）およびＳｒ（ストロンチウム）のうちの少なくとも１
種を含有する六方晶フェライト、ε酸化鉄またはＣｏ（コバルト）含有スピネル型フェラ
イトを含む
　請求項１に記載の磁気記録媒体。
【請求項６】
　前記下地層および前記磁性層は、潤滑剤を含み、
　前記潤滑剤は、下記の一般式＜１＞で示される化合物および下記の一般式＜２＞で示さ
れる化合物のうちの少なくとも一方、ならびに、下記の一般式＜３＞で示される化合物お
よび下記の一般式＜４＞で示される化合物のうちの少なくとも一方を含む
　請求項１に記載の磁気記録媒体。
ＣＨ3（ＣＨ2）kＣＯＯＨ ・・・＜１＞
（但し、一般式＜１＞において、ｋは１４以上２２以下の範囲から選ばれる整数である。
）
ＣＨ3（ＣＨ2）nＣＨ＝ＣＨ（ＣＨ2）mＣＯＯＨ　・・・＜２＞
（但し、一般式＜２＞において、ｎとｍとの和は１２以上２０以下の範囲、より好ましく
は１４以上１８以下の範囲から選ばれる整数である。）
ＣＨ3（ＣＨ2）pＣＯＯ（ＣＨ2）qＣＨ3　・・・＜３＞
（但し、一般式＜３＞において、ｐは１４以上２２以下、より好ましくは１４以上１８以
下の範囲から選ばれる整数であり、且つ、ｑは２以上５以下の範囲、より好ましくは２以
上４以下の範囲から選ばれる整数である。）
ＣＨ3（ＣＨ2）pＣＯＯ－（ＣＨ2）qＣＨ（ＣＨ3）2…＜４＞
（但し、前記一般式＜４＞において、ｐは１４以上２２以下の範囲から選ばれる整数であ
り、ｑは１以上３以下の範囲から選ばれる整数である。）
【請求項７】
　前記下地層が、多数の孔部を有し、
　前記磁性層の凹みと前記下地層の孔部とがつながっている
　請求項６に記載の磁気記録媒体。
【請求項８】
　前記磁気記録媒体の平均厚みは、５．０μｍ以下である
　請求項１記載の磁気記録媒体。
【請求項９】
　前記磁気記録媒体の平均厚みは、４．６μｍ以下である
　請求項１記載の磁気記録媒体。
【請求項１０】
　前記磁気記録媒体の平均厚みは、４．４μｍ以下である
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　請求項１記載の磁気記録媒体。
【請求項１１】
　前記磁性層の平均厚みは、５０ｎｍ以下である
　請求項１記載の磁気記録媒体。
【請求項１２】
　前記下地層の平均厚みは、０．５μｍ以上０．９μｍ以下である
　請求項１記載の磁気記録媒体。
【請求項１３】
　前記下地層の平均厚みは、０．６μｍ以上０．７μｍ以下である
　請求項１記載の磁気記録媒体。
【請求項１４】
　前記磁気記録媒体の垂直方向における角形比は、６７％以上である
　請求項１記載の磁気記録媒体。
【請求項１５】
　前記磁気記録媒体の垂直方向における角形比は、７０％以上である
　請求項１記載の磁気記録媒体。
【請求項１６】
　前記磁気記録媒体の垂直方向における角形比は、７５％以上である
　請求項１記載の磁気記録媒体。
【請求項１７】
　前記磁気記録媒体の垂直方向における角形比は、８０％以上である
　請求項１記載の磁気記録媒体。
【請求項１８】
　前記基体の、前記下地層と反対側に設けられたバック層をさらに有し、
　前記バック層の平均厚みは、０．６μｍ以下である
　請求項１記載の磁気記録媒体。
【請求項１９】
　前記基体の、前記下地層と反対側に設けられたバック層をさらに有し、
　前記バック層の平均厚みは、０．５μｍ以下である
　請求項１記載の磁気記録媒体。
【請求項２０】
　前記磁性層は磁性粉を含み、
　前記磁性粉の平均粒子サイズは、１２ｎｍ以上３０ｎｍ以下である
　請求項１記載の磁気記録媒体。
【請求項２１】
　前記磁性層は磁性粉を含み、
　前記磁性粉の平均粒子サイズは、１２ｎｍ以上２５ｎｍ以下である
　請求項１記載の磁気記録媒体。
【請求項２２】
　前記磁性層は磁性粉を含み、
　前記磁性粉の平均粒子サイズは、１５ｎｍ以上２２ｎｍ以下である
　請求項１記載の磁気記録媒体。
【請求項２３】
　前記磁気記録媒体に加わる張力が０．４Ｎであるときの前記表面と磁気ヘッドとの間の
動摩擦係数μAと、前記磁気記録媒体加わる張力が１．２Ｎであるときの前記表面と前記
磁気ヘッドとの間の動摩擦係数μBとの摩擦係数比（μB／μA）が１．０以上２．０以下
である
　請求項１記載の磁気記録媒体。
【請求項２４】
　前記磁気記録媒体に加わる張力が０．６Ｎであるときの、前記磁気記録媒体の走行開始
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から５回目の前記表面と磁気ヘッドとの間の動摩擦係数μC(5)と、前記磁気記録媒体に加
わる張力が０．６Ｎであるときの、前記磁気記録媒体の走行開始から１０００回目の前記
表面と前記磁気ヘッドとの間の動摩擦係数μC(1000)との摩擦係数比μC(1000)／μC(5)が
、１．０以上２．０以下である
　請求項１に記載の磁気記録媒体。
【請求項２５】
　請求項１から請求項２４のいずれか１項に記載の磁気記録媒体を順次送り出すことので
きる送り出し部と、
　前記送り出し部から送り出された前記磁気記録媒体を巻き取ることのできる巻き取り部
と、
　前記送り出し部から前記巻き取り部へ向けて走行する前記磁気記録媒体と接触しつつ、
前記磁気記録媒体への情報書き込み、および前記磁気記録媒体からの情報読み出しを行う
ことのできる磁気ヘッドと
　を備えた
　磁気記録再生装置。
【請求項２６】
　前記磁気記録媒体の長手方向に加わるテンションを調整可能な構成を有する
　請求項２５に記載の磁気記録再生装置。
【請求項２７】
　請求項１から請求項２４のいずれか１項に記載の磁気記録媒体と、
　前記磁気記録媒体を収容する筐体と
　を備えた
　磁気記録媒体カートリッジ。
                                                                                
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、磁気記録媒体、およびそれを用いた磁気記録再生装置および磁気記録媒体カ
ートリッジに関する。
【背景技術】
【０００２】
　電子データの保存のために、テープ状の磁気記録媒体が幅広く利用されている。例えば
特許文献１には、磁気記録媒体の電磁変換特性を向上するために、磁性層の表面を平滑化
することが記載されている。また、同文献では、磁気記録媒体とヘッドの接触による摩擦
を抑えるために、磁性層に潤滑剤を添加することが記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００６－６５９５３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　テープ状の磁気記録媒体は、例えば磁気記録カートリッジに収容される。磁気記録カー
トリッジ１つ当たりの記録容量をさらに増やすために、磁気記録カートリッジに収容され
る磁気記録媒体の全厚をより薄くし、磁気記録カートリッジ１つ当たりの磁気記録媒体の
長さ（いわゆるテープ長）を増加させることが考えられる。しかしながら、全厚が薄い磁
気記録媒体は走行安定性に劣る場合がある。特に、繰り返し記録および／または再生を行
う場合に、全厚が薄い磁気記録媒体は、その表面状態（特には摩擦に関する表面状態）が
変化し、走行安定性が劣化し、ひいては電磁変換特性が低下する場合がある。
【０００５】
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　そこで、繰り返しの記録動作や再生動作を実施したあとであっても、走行安定性に優れ
る全厚の薄い磁気記録媒体が望まれる。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本開示の一実施形態としての磁気記録媒体は、テープ状の磁気記録媒体であって、基体
と、その基体上に設けられた下地層と、その下地層上に設けられた磁性層とを有する。磁
性層の表面には、磁性層の平均厚みの２０％以上の深さを有する凹みが１６００μｍ2あ
たり２０個以上２００個以下の割合で形成されている。磁性層の表面における、１０℃以
上４５℃以下の温度において振り子粘弾性試験により求められる対数減衰率は０．０２５
以上０．０３５以下である。対数減衰率の最大値と対数減衰率の最小値との差は０以上０
．０２０以下である。磁気記録媒体の垂直方向における角形比は、６５％以上である。磁
性層の平均厚みは、８０ｎｍ以下である。磁気記録媒体の平均厚みは、５．６μｍ以下で
ある。
【０００７】
　本開示の一実施形態としての磁気記録再生装置は、上記磁気記録媒体を順次送り出すこ
とのできる送り出し部と、その送り出し部から送り出された磁気記録媒体を巻き取ること
のできる巻き取り部と、送り出し部から巻き取り部へ向けて走行する磁気記録媒体と接触
しつつ、磁気記録媒体への情報書き込み、および磁気記録媒体からの情報読み出しを行う
ことのできる磁気ヘッドとを備える。
【０００８】
　本開示の一実施形態としての磁気記録媒体カートリッジは、上記磁気記録媒体と、それ
を収容する筐体とを備える。
【０００９】
　本開示の一実施形態としての磁気記録媒体、磁気記録再生装置および磁気記録媒体カー
トリッジでは、上述の構成を有するので、走行時において磁性層の表面とヘッドとの接触
が良好に保たれる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本開示の一実施の形態に係る磁気記録媒体の断面図である。
【図２Ａ】図１に示した磁気記録媒体における凹みの面密度を測定する方法を表す第１の
説明図である。
【図２Ｂ】図１に示した磁気記録媒体における凹みの面密度を測定する方法を表す第２の
説明図である。
【図２Ｃ】図１に示した磁気記録媒体における凹みの面密度を測定する方法を表す第３の
説明図である。
【図３Ａ】図１に示した磁気記録媒体におけるデータバンドおよびサーボバンドのレイア
ウトを表す概略説明図である。
【図３Ｂ】図３Ａに示したデータバンドを拡大して表す概略説明図である。
【図４】図１に示した磁性層に含まれるε酸化鉄粒子の断面構造を模式的に表す断面図で
ある。
【図５】図１に示した磁気記録媒体のＳＦＤ曲線の一例を示すグラフである。
【図６】振り子粘弾性試験による対数減衰率の測定方法の第１の説明図である。
【図７】振り子粘弾性試験による対数減衰率の測定方法の第２の説明図である。
【図８】振り子粘弾性試験による対数減衰率の測定方法の第３の説明図である。
【図９】図１に示した磁気記録媒体を用いる記録再生装置の概略図である。
【図１０】変形例としてのε酸化鉄粒子の断面構造を模式的に表す断面図である。
【図１１】他の変形例としての磁気記録媒体の断面図である。
【図１２Ａ】比較的粘弾性の低い磁性層を含む磁気記録媒体からの磁気ヘッドへの付着物
を説明する概略模式図である。
【図１２Ｂ】比較的粘弾性の高い磁性層を含む磁気記録媒体からの磁気ヘッドへの付着物
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を説明する概略模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、本開示の実施の形態について図面を参照して詳細に説明する。なお、説明は以下
の順序で行う。
１．一実施の形態
　１－１．磁気記録媒体の構成
　１－２．磁気記録媒体の製造方法
　１－３．記録再生装置の構成
　１－４．効果
２．変形例
【００１２】
＜１．一実施の形態＞
［１－１　磁気記録媒体１０の構成］
　図１は、本開示の一実施の形態に係る磁気記録媒体１０の断面構成例を表している。図
１に示したように、磁気記録媒体１０は複数層が積層された積層構造を有する。具体的に
は、磁気記録媒体１０は、長尺のテープ状の基体１１と、基体１１の一方の主面１１Ａ上
に設けられた下地層１２と、下地層１２の上に設けられた磁性層１３と、基体１１の他方
の主面１１Ｂ上に設けられたバック層１４とを備える。磁性層１３の表面１３Ｓが、磁気
ヘッドが当接しつつ走行することとなる表面となる。なお、下地層１２およびバック層１
４は、必要に応じて備えられるものであり、無くてもよい。なお、磁気記録媒体１０の平
均厚みは、例えば５．６μｍ以下であるとよい。
【００１３】
　磁気記録媒体１０は長尺のテープ状をなし、記録動作および再生動作の際には、自らの
長手方向に沿って走行することとなる。磁気記録媒体１０は、例えば記録用ヘッドとして
リング型ヘッドを備える記録再生装置に用いられるものであることが好ましい。
【００１４】
（基体１１）
　基体１１は、下地層１２および磁性層１３を支持する非磁性支持体である。基体１１は
、長尺のフィルム状をなしている。基体１１の平均厚みの上限値は、好ましくは４．２μ
ｍ以下、より好ましくは４.０μｍ以下である。基体１１の平均厚みの上限値が４．２μ
ｍ以下であると、１データカートリッジ内に記録できる記録容量を一般的な磁気記録媒体
よりも高めることができる。基体１１の平均厚みの下限値は、好ましくは３μｍ以上、よ
り好ましくは３．２μｍ以上である。基体１１の平均厚みの下限値が３μｍ以上であると
、基体１１の強度低下を抑制することができる。
【００１５】
　基体１１の平均厚みは以下のようにして求められる。まず、１／２インチ幅の磁気記録
媒体１０を準備し、それを２５０ｍｍの長さに切り出し、サンプルを作製する。続いて、
サンプルの基体１１以外の層、すなわち下地層１２、磁性層１３およびバック層１４をＭ
ＥＫ（メチルエチルケトン）または希塩酸等の溶剤で除去する。次に、測定装置としてミ
ツトヨ（Mitutoyo）社製レーザーホロゲージ（LGH-110C）を用いて、サンプルである基体
１１の厚みを５点以上の位置で測定する。その後、それらの測定値を単純に平均（算術平
均）して、基体１１の平均厚みを算出する。なお、測定位置は、サンプルから無作為に選
ばれるものとする。
【００１６】
　基体１１は、例えば、ポリエステル類を主たる成分として含んでいる。または、基体１
１は、ＰＥＥＫ（ポリエーテルエーテルケトン）を主たる成分として含んでいてもよい。
基体１１は、ポリエステル類またはＰＥＥＫに加えて、ポリオレフィン類、セルロース誘
導体、ビニル系樹脂、およびその他の高分子樹脂のうちの少なくとも１種を含んでいても
よい。基体１１が上記材料のうちの２種以上を含む場合、それらの２種以上の材料は混合
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されていてもよいし、共重合されていてもよいし、積層されていてもよい。
【００１７】
　基体１１に含まれるポリエステル類は、例えば、ＰＥＴ（ポリエチレンテレフタレート
）、ＰＥＮ（ポリエチレンナフタレート）、ＰＢＴ（ポリブチレンテレフタレート）、Ｐ
ＢＮ（ポリブチレンナフタレート）、ＰＣＴ（ポリシクロヘキシレンジメチレンテレフタ
レート）、ＰＥＢ（ポリエチレン－ｐ－オキシベンゾエート）およびポリエチレンビスフ
ェノキシカルボキシレートのうちの少なくとも１種を含む。
【００１８】
　基体１１に含まれるポリオレフィン類は、例えば、ＰＥ（ポリエチレン）およびＰＰ（
ポリプロピレン）のうちの少なくとも１種を含む。セルロース誘導体は、例えば、セルロ
ースジアセテート、セルローストリアセテート、ＣＡＢ（セルロースアセテートブチレー
ト）およびＣＡＰ（セルロースアセテートプロピオネート）のうちの少なくとも１種を含
む。ビニル系樹脂は、例えば、ＰＶＣ（ポリ塩化ビニル）およびＰＶＤＣ（ポリ塩化ビニ
リデン）のうちの少なくとも１種を含む。
【００１９】
　基体１１に含まれるその他の高分子樹脂は、例えば、ＰＡ（ポリアミド、ナイロン）、
芳香族ＰＡ（芳香族ポリアミド、アラミド）、ＰＩ（ポリイミド）、芳香族ＰＩ（芳香族
ポリイミド）、ＰＡＩ（ポリアミドイミド）、芳香族ＰＡＩ（芳香族ポリアミドイミド）
、ＰＢＯ（ポリベンゾオキサゾール、例えばザイロン（登録商標））、ポリエーテル、Ｐ
ＥＫ（ポリエーテルケトン）、ポリエーテルエステル、ＰＥＳ（ポリエーテルサルフォン
）、ＰＥＩ（ポリエーテルイミド）、ＰＳＦ（ポリスルフォン）、ＰＰＳ（ポリフェニレ
ンスルフィド）、ＰＣ（ポリカーボネート）、ＰＡＲ（ポリアリレート）およびＰＵ（ポ
リウレタン）のうちの少なくとも１種を含む。
【００２０】
（磁性層１３）
　磁性層１３は、信号を記録するための記録層である。磁性層１３は、例えば、磁性粉、
結着剤および潤滑剤を含む。磁性層１３が、必要に応じて、導電性粒子、研磨剤、防錆剤
等の添加剤をさらに含んでいてもよい。
【００２１】
　磁性層１３は、多数の凹み１３Ａが設けられた表面１３Ｓを有している。これらの多数
の凹み１３Ａには、潤滑剤が蓄えられている。多数の凹み１３Ａは、磁性層１３の表面に
対して垂直方向に延設されていることが好ましい。磁性層１３の表面１３Ｓに対する潤滑
剤の供給性を向上することができるからである。なお、多数の凹み１３Ａの一部が垂直方
向に延設されていてもよい。また、磁性層１３の表面１３Ｓには、磁性層１３の平均厚み
の２０％以上の深さを有する凹み１３Ａが、例えば１６００μｍ2あたり２０個以上２０
０個以下、好ましくは４０個以上２００個以下、より好ましくは８０個以上２００個以下
の割合で形成されている。
【００２２】
　磁性層１３の表面１３Ｓの凹み１３Ａの面密度は、例えば以下のようにして求められる
。磁性層１３の表面１３ＳをＡＦＭにより観察し、４０μｍ×４０μｍのＡＦＭ像を得る
。ＡＦＭとしてはDigital Instruments社製Dimension3100、ＮａｎｏＳｃｏｐｅＩＩＩａ
とその解析ソフトを用い、カンチレバーとしてはシリコン単結晶製のものを用い（注１）
、タッピング周波数として、200-400Hzのチューニングにて測定を行う。次に、ＡＦＭ像
を512×512（＝262,144）個の測定点に分割し、各測定点にて高さＺ（ｉ）（ｉ：測定点
番号、ｉ＝１～262,144）を測定し、測定した各測定点の高さＺ（ｉ）を単純に平均（算
術平均）して平均高さ（基準面）Ｚave（＝（Ｚ（１）＋Ｚ（２）＋・・・＋Ｚ（262,144
））／262,144）を求める。この際には、画像処理として、Flatten order 2及びplanefit
 order 3 XYによりフィルタリング処理を行ったものをデータとして用いる。
（注１）Nano World社製　SPMプローブ　NCH  ノーマルタイプ　PointProbe L（カンチレ
バー長）＝１２５μｍ
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【００２３】
　図２Ａは、拡大観察した磁性層１３の表面１３Ｓの一例である。図２Ａにおいて、ＸＹ
面が磁性層１３の表面１３Ｓの広がる方向であり、例えば４０μｍ×４０μｍ＝１６００
μｍ2の表面積を有する領域である。また、図２ＡにおいてＺ軸が凹み１３Ａの深さを表
している。４０μｍ×４０μｍ＝１６００μｍ2の表面積を有する領域において、磁性層
１３の平均厚み（例えば７０ｎｍ）の２０％以上に相当する基準面からの深さを有する凹
み１３Ａの個数をカウントすることで求める。図２Ｂは、図２Ａに示した１６００μｍ2

の表面積を有する領域における、複数の凹み１３Ａの分布を模式的に表している。具体的
には、図２ＡのIIB-IIB切断線に沿った断面の一部を表している。図２Ｂにおいて、縦軸
はＺ軸に沿った凹み１３Ａの深さに対応しており、具体的には、磁性層１３の平均厚み（
例えば７０ｎｍ）に対する凹み１３Ａの深さの割合［％］を表している。図２Ｂの断面に
おいては、磁性層１３の平均厚み（例えば７０ｎｍ）の２０％以上に相当する深さを有す
る凹み１３Ａの個数は、凹み１３Ａ－１，１３Ａ－２の２個である。図２Ｃは、図２Ａに
示した１６００μｍ2の表面積を有する領域における、複数の凹み１３Ａの分布を模式的
に表している。図２Ｃに示した例では、磁性層１３の平均厚み（例えば７０ｎｍ）の２０
％以上に相当する深さを有する凹み１３Ａの個数は、３３個である。なお、図２Ｃに示し
た凹み１３Ａは図２Ａに示した凹み１３Ａに対応し、図２Ｃに示した凹み１３Ａ－１およ
び凹み１３Ａ－２はそれぞれ図２Ｂに示した凹み１３Ａ－１および凹み１３Ａ－２に対応
している。また、磁性層１３の平均厚みは、後述するように、磁気記録媒体１０を、その
主面に対して垂直に薄く加工して試料片を作製し、その試験片の断面を透過型電子顕微鏡
（Transmission Electron Microscope：ＴＥＭ）により観察することで求める。
【００２４】
　磁性層１３は、例えば図３Ａに示すように、複数のサーボバンドＳＢと複数のデータバ
ンドＤＢとを予め有していることが好ましい。図３Ａは、磁気記録媒体１０におけるデー
タバンドＤＢおよびサーボバンドＳＢのレイアウトを表す概略説明図であり、積層構造を
有する磁気記録媒体１０における積層方向と直交する面内のレイアウトを表している。図
２Ａに示したように、複数のサーボバンドＳＢは、磁気記録媒体１０の幅方向に等間隔で
設けられている。磁気記録媒体１０の幅方向とは、磁気記録媒体１０の長手方向および磁
気記録媒体１０の積層方向の双方に対して直交する方向である。幅方向において隣り合う
サーボバンドＳＢ同士の間には、データバンドＤＢが設けられている。サーボバンドＳＢ
には、磁気ヘッドのトラッキング制御をするためのサーボ信号が予め書き込まれている。
データバンドＤＢには、ユーザデータが記録される。
【００２５】
　磁性層１３の表面１３Ｓの面積Ｓに対するサーボバンドＳＢの総面積ＳSBの割合ＲS（
＝（ＳSB／Ｓ）×１００）の上限値は、高記録容量を確保する観点から、好ましくは４．
０％以下、より好ましくは３．０％以下、さらにより好ましくは２．０％以下である。一
方、磁性層１３の表面の面積Ｓに対するサーボバンドＳＢの総面積ＳSBの割合ＲSの下限
値は、５以上のサーボトラックを確保する観点から、好ましくは０．８％以上である。
【００２６】
　磁性層１３の表面の面積Ｓに対するサーボバンドＳＢの総面積ＳSBの割合ＲSは、　磁
性層１３の表面の面積Ｓに対するサーボバンドＳＢの総面積ＳSBの割合ＲSは、例えば、
磁気記録媒体１０を、フェリコロイド現像液（株式会社シグマハイケミカル製、シグマ―
カーＱ）を用いて現像し、その後、現像した磁気記録媒体１０を光学顕微鏡で観察するこ
とで測定することができる。光学顕微鏡の観察像から、サーボバンド幅ＷSBおよびサーボ
バンドＳＢの本数を測定する。次に、以下の式から割合ＲSを求める。
割合ＲS［％］＝（（（サーボバンド幅ＷSB）×（サーボバンド本数））／（磁気記録媒
体１０の幅））×１００
【００２７】
　サーボバンドＳＢの数は、好ましくは５以上、より好ましくは５＋４ｎ（但し、ｎは正
の整数である。）以上である。サーボバンドＳＢの数が５以上であると、磁気記録媒体１
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０の幅方向の寸法変化によるサーボ信号への影響を抑制し、オフトラックが少ない安定し
た記録再生特性を確保できる。
【００２８】
　サーボバンド幅ＷSBの上限値は、高記録容量を確保する観点から、好ましくは９５μｍ
以下、より好ましくは６０μｍ以下、さらにより好ましくは３０μｍ以下である。サーボ
バンド幅ＷSBの下限値は、記録ヘッド製造の観点から、好ましくは１０μｍ以上である。
サーボバンド幅ＷSBの幅は以下のようにして求められる。まず、磁気記録媒体１０を、フ
ェリコロイド現像液（株式会社シグマハイケミカル製、シグマ―カーＱ）を用いて現像す
る。次に、現像した磁気記録媒体１０を光学顕微鏡で観察することでサーボバンド幅ＷSB

の幅を測定することができる。
【００２９】
　磁性層１３は、図３Ｂに示したように、データバンドＤＢに複数のデータトラックＴｋ
を形成可能に構成されている。この場合、データトラック幅ＷTkの上限値は、高記録容量
を確保する観点から、好ましくは２．０μｍ以下、より好ましくは１．５μｍ以下、さら
により好ましくは１．０μｍ以下である。データトラック幅ＷTkの下限値は、磁性粒子サ
イズの観点から、好ましくは０．０２μｍ以上である。
【００３０】
　磁性層１３は、高記録容量を確保する観点から、磁化反転間距離Ｌの最小値が好ましく
は４８ｎｍ以下、より好ましくは４４ｎｍ以下、さらにより好ましくは４０ｎｍ以下とな
るように、データを記録可能に構成されている。磁化反転間距離Ｌの最小値の下限値は、
磁性粒子サイズの観点から、好ましくは２０ｎｍ以上である。
【００３１】
　磁性層１３の平均厚みの上限値は、好ましくは９０ｎｍ以下、特に好ましくは８０ｎｍ
以下、より好ましくは７０ｎｍ以下、さらにより好ましくは５０ｎｍ以下である。磁性層
１３の平均厚みの上限値が９０ｎｍ以下であると、記録ヘッドとしてはリング型ヘッドを
用いた場合に、磁性層１３の厚み方向に均一に磁化を記録できるため、電磁変換特性を向
上することができる。
【００３２】
　磁性層１３の平均厚みの下限値は、好ましくは３５ｎｍ以上である。磁性層１３の平均
厚みの上限値が３５ｎｍ以上であると、再生ヘッドとしてはＭＲ型ヘッドを用いた場合に
、出力を確保できるため、電磁変換特性を向上することができる。
【００３３】
　磁性層１３の平均厚みは以下のようにして求められる。まず、磁気記録媒体１０の磁性
層１３の表面１３Ｓおよびバック層１４の表面１４Ｓにカーボン膜を蒸着法により形成し
たのち、磁性層１３の表面１３Ｓを覆うカーボン膜の上にタングステン薄膜を蒸着法によ
りさらに形成する。これらのカーボン膜およびタングステン膜は、後述の薄片化処理にお
いてサンプルを保護するものである。
【００３４】
　次に、磁気記録媒体１０をＦＩＢ（Focused Ion Beam）法等により加工して薄片化を行
う。ＦＩＢ法を使用する場合には、後述の断面のＴＥＭ像を観察する前処理として、保護
膜としてカーボン膜及びタングステン薄膜を形成する。当該カーボン膜は蒸着法により磁
気記録媒体１０の磁性層側表面及びバック層側表面に形成され、そして、当該タングステ
ン薄膜は蒸着法又はスパッタリング法により磁性層側表面にさらに形成される。当該薄片
化は磁気記録媒体１０の長さ方向（長手方向）に沿って行われる。すなわち、当該薄片化
によって、磁気記録媒体１０の長手方向及び厚み方向の両方に平行な断面が形成される。
得られた薄片化サンプルの前記断面を、透過型電子顕微鏡（Transmission Electron Micr
oscope：ＴＥＭ）により、下記の条件で観察し、ＴＥＭ像を得る。なお、装置の種類に応
じて、倍率及び加速電圧は適宜調整されてよい。
装置：ＴＥＭ（日立製作所製Ｈ９０００ＮＡＲ）
加速電圧：３００ｋＶ
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倍率：１００，０００倍
【００３５】
　次に、得られたＴＥＭ像を用い、磁気記録媒体１０の長手方向の少なくとも１０点以上
の位置で磁性層１３の厚みを測定する。得られた測定値を単純に平均（算術平均）した平
均値を磁性層１３の平均厚みとする。なお、前記測定が行われる位置は、試験片から無作
為に選ばれるものとする。
【００３６】
（磁性粉）
　磁性粉は、例えば、ε酸化鉄を含有するナノ粒子（以下「ε酸化鉄粒子」という。）の
粉末を含んでいる。ε酸化鉄粒子は微粒子でも高保磁力を得ることができる。ε酸化鉄粒
子に含まれるε酸化鉄は、磁気記録媒体１０の厚み方向（垂直方向）に優先的に結晶配向
していることが好ましい。
【００３７】
　図４は、磁性層１３に含まれるε酸化鉄粒子２０の断面構造の一例を模式的に表す断面
図である。図４に示したように、ε酸化鉄粒子２０は、球状もしくはほぼ球状を有してい
るか、または立方体状もしくはほぼ立方体状を有している。ε酸化鉄粒子２０が上記のよ
うな形状を有しているので、磁性粒子としてε酸化鉄粒子２０を用いた場合、磁性粒子と
して六角板状のバリウムフェライト粒子を用いた場合に比べて、磁気記録媒体１０の厚み
方向における粒子同士の接触面積を低減し、粒子同士の凝集を抑制することができる。し
たがって、磁性粉の分散性を高め、より良好なＳＮＲ（Signal-to-Noise Ratio）を得る
ことができる。
【００３８】
　ε酸化鉄粒子２０は、例えばコアシェル型構造を有する。具体的には、ε酸化鉄粒子２
０は、図３に示したように、コア部２１と、このコア部２１の周囲に設けられた２層構造
のシェル部２２とを備える。２層構造のシェル部２２は、コア部２１上に設けられた第１
シェル部２２ａと、第１シェル部２２ａ上に設けられた第２シェル部２２ｂとを有する。
【００３９】
　ε酸化鉄粒子２０におけるコア部２１は、ε酸化鉄を含んでいる。コア部２１に含まれ
るε酸化鉄は、ε－Ｆｅ2 Ｏ3 結晶を主相とするものが好ましく、単相のε－Ｆｅ2 Ｏ3

からなるものがより好ましい。
【００４０】
　第１シェル部２２ａは、コア部２１の周囲のうちの少なくとも一部を覆っている。具体
的には、第１シェル部２２ａは、コア部２１の周囲を部分的に覆っていてもよいし、コア
部２１の周囲全体を覆っていてもよい。コア部２１と第１シェル部２２ａの交換結合を十
分なものとし、磁気特性を向上する観点からすると、コア部２１の表面全体を覆っている
ことが好ましい。
【００４１】
　第１シェル部２２ａは、いわゆる軟磁性層であり、例えば、α－Ｆｅ、Ｎｉ－Ｆｅ合金
またはＦｅ－Ｓｉ－Ａｌ合金等の軟磁性体を含む。α－Ｆｅは、コア部２１に含まれるε
酸化鉄を還元することにより得られるものであってもよい。
【００４２】
　第２シェル部２２ｂは、酸化防止層としての酸化被膜である。第２シェル部２２ｂは、
α酸化鉄、酸化アルミニウムまたは酸化ケイ素を含む。α酸化鉄は、例えばＦｅ3 Ｏ4 、
Ｆｅ2 Ｏ3 およびＦｅＯのうちの少なくとも１種の酸化鉄を含んでいる。第１シェル部２
２ａがα－Ｆｅ（軟磁性体）を含む場合には、α酸化鉄は、第１シェル部２２ａに含まれ
るα－Ｆｅを酸化することにより得られるものであってもよい。
【００４３】
　ε酸化鉄粒子２０が、上述のように第１シェル部２２ａを有することで、熱安定性を確
保するためにコア部２１単体の保磁力Ｈｃを大きな値に保ちつつ、ε酸化鉄粒子（コアシ
ェル粒子）２０全体としての保磁力Ｈｃを記録に適した保磁力Ｈｃに調整できる。また、
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ε酸化鉄粒子２０が、上述のように第２シェル部２２ｂを有することで、磁気記録媒体１
０の製造工程およびその工程前において、ε酸化鉄粒子２０が空気中に暴露されて粒子表
面に錆び等が発生することによりε酸化鉄粒子２０の特性が低下するのを抑制することが
できる。したがって、第１シェル部２２ａを第２シェル部２２ｂにより覆うことで、磁気
記録媒体１０の特性劣化を抑制することができる。
【００４４】
　磁性粉の平均粒子サイズ（平均最大粒子サイズ）は、好ましくは２５ｎｍ以下、より好
ましくは８ｎｍ以上２２ｎｍ以下、さらにより好ましくは１２ｎｍ以上２２ｎｍ以下であ
る。磁気記録媒体１０では、記録波長の１／２のサイズの領域が実際の磁化領域となる。
このため、磁性粉の平均粒子サイズを最短記録波長の半分以下に設定することで、良好な
Ｓ／Ｎを得ることができる。したがって、磁性粉の平均粒子サイズが２２ｎｍ以下である
と、高記録密度の磁気記録媒体１０（例えば５０ｎｍ以下の最短記録波長で信号を記録可
能に構成された磁気記録媒体１０）において、良好な電磁変換特性（例えばＳＮＲ）を得
ることができる。一方、磁性粉の平均粒子サイズが８ｎｍ以上であると、磁性粉の分散性
がより向上し、より優れた電磁変換特性（例えばＳＮＲ）を得ることができる。
【００４５】
　磁性粉の平均アスペクト比が、好ましくは１以上３．０以下、より好ましくは１以上２
．８以下、さらにより好ましくは１以上１．８以下である。磁性粉の平均アスペクト比が
１以上３．０以下の範囲内であると、磁性粉の凝集を抑制することができると共に、磁性
層１３の形成工程において磁性粉を垂直配向させる際に、磁性粉に加わる抵抗を抑制する
ことができる。したがって、磁性粉の垂直配向性を向上することができる。
【００４６】
　上記の磁性粉の平均粒子サイズおよび平均アスペクト比は、以下のようにして求められ
る。まず、測定対象となる磁気記録媒体１０をＦＩＢ（Focused Ion Beam）法等により加
工して薄片化を行う。薄片化は磁気テープの長さ方向(長手方向)に沿うかたちで行う。す
なわち、この薄片化によって、磁気記録媒体１０の長手方向および厚み方向の双方に平行
な断面が形成される。得られた薄片サンプルについて、透過電子顕微鏡(日立ハイテクノ
ロジーズ製 H-9500)を用いて、加速電圧：２００ｋＶ、総合倍率５００，０００倍で磁性
層１３の厚み方向に対して磁性層１３全体が含まれるように断面観察を行い、ＴＥＭ写真
を撮影する。次に、撮影したＴＥＭ写真から５０個の粒子を無作為に選び出し、各粒子の
長軸長ＤＬと短軸長ＤＳとを測定する。ここで、長軸長ＤＬとは、各粒子の輪郭に接する
ように、あらゆる角度から引いた２本の平行線間の距離のうち最大のもの（いわゆる最大
フェレ径）を意味する。一方、短軸長ＤＳとは、粒子の長軸長ＤＬと直交する方向におけ
る粒子の長さのうち最大のものを意味する。
【００４７】
　続いて、測定した５０個の粒子の長軸長ＤＬを単純に平均（算術平均）して平均長軸長
ＤＬaveを求める。このようにして求めた平均長軸長ＤＬaveを磁性粉の平均粒子サイズと
する。また、測定した５０個の粒子の短軸長ＤＳを単純に平均（算術平均）して平均短軸
長ＤＳaveを求める。そして、平均長軸長ＤＬaveおよび平均短軸長ＤＳaveから粒子の平
均アスペクト比（ＤＬave／ＤＳave）を求める。
【００４８】
　磁性粉の平均粒子体積は、好ましくは５５００ｎｍ3以下、より好ましくは２７０ｎｍ3

以上５５００ｎｍ3以下、さらにより好ましくは９００ｎｍ3以上５５００ｎｍ3以下であ
る。磁性粉の平均粒子体積が５５００ｎｍ3以下であると、磁性粉の平均粒子サイズを２
２ｎｍ以下とする場合と同様の効果が得られる。一方、磁性粉の平均粒子体積が２７０ｎ
ｍ3以上であると、磁性粉の平均粒子サイズを８ｎｍ以上とする場合と同様の効果が得ら
れる。
【００４９】
　ε酸化鉄粒子２０が球状またはほぼ球状を有している場合には、磁性粉の平均粒子体積
は以下のようにして求められる。まず、上記の磁性粉の平均粒子サイズの算出方法と同様
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にして、平均長軸長ＤＬaveを求める。次に、以下の式により、磁性粉の平均体積Ｖを求
める。
Ｖ＝（π/６）×（ＤＬave）3

【００５０】
（結着剤）
　結着剤としては、ポリウレタン系樹脂、塩化ビニル系樹脂等に架橋反応を付与した構造
の樹脂が好ましい。しかしながら結着剤はこれらに限定されるものではなく、磁気記録媒
体１０に対して要求される物性等に応じて、その他の樹脂を適宜配合してもよい。配合す
る樹脂としては、通常、塗布型の磁気記録媒体１０において一般的に用いられる樹脂であ
れば、特に限定されない。
【００５１】
　例えば、ポリ塩化ビニル、ポリ酢酸ビニル、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体、塩化ビ
ニル－塩化ビニリデン共重合体、塩化ビニル－アクリロニトリル共重合体、アクリル酸エ
ステル－アクリロニトリル共重合体、アクリル酸エステル－塩化ビニル－塩化ビニリデン
共重合体、塩化ビニル－アクリロニトリル共重合体、アクリル酸エステル－アクリロニト
リル共重合体、アクリル酸エステル－塩化ビニリデン共重合体、メタクリル酸エステル－
塩化ビニリデン共重合体、メタクリル酸エステル－塩化ビニル共重合体、メタクリル酸エ
ステル－エチレン共重合体、ポリ弗化ビニル、塩化ビニリデン－アクリロニトリル共重合
体、アクリロニトリル－ブタジエン共重合体、ポリアミド樹脂、ポリビニルブチラール、
セルロース誘導体（セルロースアセテートブチレート、セルロースダイアセテート、セル
ローストリアセテート、セルロースプロピオネート、ニトロセルロース）、スチレンブタ
ジエン共重合体、ポリエステル樹脂、アミノ樹脂、合成ゴム等が挙げられる。
【００５２】
　また、熱硬化性樹脂、または反応型樹脂の例としては、フェノール樹脂、エポキシ樹脂
、尿素樹脂、メラミン樹脂、アルキッド樹脂、シリコーン樹脂、ポリアミン樹脂、尿素ホ
ルムアルデヒド樹脂等が挙げられる。
【００５３】
　また、上述した各結着剤には、磁性粉の分散性を向上させる目的で、－ＳＯ3 Ｍ、－Ｏ
ＳＯ3 Ｍ、－ＣＯＯＭ、Ｐ＝Ｏ（ＯＭ）2 等の極性官能基が導入されていてもよい。ここ
で、上記化学式中のＭは、水素原子、またはリチウム、カリウム、ナトリウム等のアルカ
リ金属である。
【００５４】
　さらに、極性官能基としては、－ＮＲ１Ｒ２、－ＮＲ１Ｒ２Ｒ３+Ｘ-の末端基を有する
側鎖型のもの、＞ＮＲ１Ｒ２+Ｘ-の主鎖型のものが挙げられる。ここで、上記式中のＲ１
、Ｒ２、Ｒ３は、水素原子、または炭化水素基であり、Ｘ-は弗素、塩素、臭素、ヨウ素
等のハロゲン元素イオン、または無機もしくは有機イオンである。また、極性官能基とし
ては、－ＯＨ、－ＳＨ、－ＣＮ、エポキシ基等も挙げられる。
【００５５】
（潤滑剤）
　磁性層１３に含まれる潤滑剤は、例えば脂肪酸および脂肪酸エステルを含有している。
潤滑剤に含有される脂肪酸は、例えば下記の一般式＜１＞により示される化合物および一
般式＜２＞により示される化合物のうちの少なくとも一方を含むことが好ましい。また、
潤滑剤に含有される脂肪酸エステルは、下記の一般式＜３＞により示される化合物および
一般式＜４＞により示される化合物のうちの少なくとも一方を含むことが好ましい。潤滑
剤が、一般式＜１＞により示される化合物および一般式＜３＞により示される化合物の２
種を含むことにより、一般式＜２＞により示される化合物および一般式＜３＞により示さ
れる化合物の２種を含むことにより、一般式＜１＞により示される化合物および一般式＜
４＞により示される化合物の２種を含むことにより、一般式＜２＞により示される化合物
および一般式＜４＞により示される化合物の２種を含むことにより、一般式＜１＞により
示される化合物、一般式＜２＞により示される化合物および一般式＜３＞により示される
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化合物の３種を含むことにより、一般式＜１＞により示される化合物、一般式＜２＞によ
り示される化合物および一般式＜４＞により示される化合物の３種を含むことにより、一
般式＜１＞により示される化合物、一般式＜３＞により示される化合物および一般式＜４
＞により示される化合物の３種を含むことにより、一般式＜２＞により示される化合物、
一般式＜３＞により示される化合物および一般式＜４＞により示される化合物の３種を含
むことにより、または、一般式＜１＞により示される化合物、一般式＜２＞により示され
る化合物、一般式＜３＞により示される化合物および一般式＜４＞により示される化合物
の４種を含むことにより、磁気記録媒体１０における繰り返しの記録又は再生による動摩
擦係数の増加を抑制することができる。その結果、磁気記録媒体１０の走行性をさらに向
上させることができる。
ＣＨ3（ＣＨ2）kＣＯＯＨ ・・・＜１＞
（但し、一般式＜１＞において、ｋは１４以上２２以下の範囲、より好ましくは１４以上
１８以下の範囲から選ばれる整数である。）
ＣＨ3（ＣＨ2）nＣＨ＝ＣＨ（ＣＨ2）mＣＯＯＨ　・・・＜２＞
（但し、一般式＜２＞において、ｎとｍとの和は１２以上２０以下の範囲、より好ましく
は１４以上１８以下の範囲から選ばれる整数である。）
ＣＨ3（ＣＨ2）pＣＯＯ（ＣＨ2）qＣＨ3　・・・＜３＞
（但し、一般式＜３＞において、ｐは１４以上２２以下、より好ましくは１４以上１８以
下の範囲から選ばれる整数であり、且つ、ｑは２以上５以下の範囲、より好ましくは２以
上４以下の範囲から選ばれる整数である。）
ＣＨ3（ＣＨ2）pＣＯＯ－（ＣＨ2）qＣＨ（ＣＨ3）2 …＜４＞
（但し、前記一般式＜４＞において、ｐは１４以上２２以下の範囲から選ばれる整数であ
り、ｑは１以上３以下の範囲から選ばれる整数である。）
【００５６】
（添加剤）
　磁性層１３は、非磁性補強粒子として、酸化アルミニウム（α、βまたはγアルミナ）
、酸化クロム、酸化珪素、ダイヤモンド、ガーネット、エメリー、窒化ホウ素、チタンカ
ーバイト、炭化珪素、炭化チタン、酸化チタン（ルチル型またはアナターゼ型の酸化チタ
ン）等をさらに含んでいてもよい。
【００５７】
（下地層１２）
　下地層１２は、非磁性粉および結着剤を含む非磁性層である。下地層１２が、必要に応
じて、潤滑剤、導電性粒子、硬化剤および防錆剤等のうちの少なくとも１種の添加剤をさ
らに含んでいてもよい。また、下地層１２は、複数層が積層されてなる多層構造を有して
いてもよい。下地層１２の平均厚みは、好ましくは０．５μｍ以上０．９μｍ以下、より
好ましくは０．６μｍ以上０．７μｍ以下である。下地層１２の平均厚みを０．９μｍ以
下に薄くすることにより、基体１１の厚みを薄くする場合よりも磁気記録媒体１０全体の
ヤング率が効果的に低下する。このため、磁気記録媒体１０に対するテンションコントロ
ールが容易となる。また、下地層１２の平均厚みを０．５μｍ以上とすることにより、基
体１１と下地層１２との接着力が確保される。そのうえ、下地層１２の厚みのばらつきを
抑えることができ、磁性層１３の表面１３Ｓの粗さが大きくなるのを防ぐことができる。
【００５８】
　なお、下地層１２の平均厚みは、例えば次のように求められる。まず、１／２インチ幅
の磁気記録媒体１０を準備し、それを２５０ｍｍの長さに切り出し、サンプルを作製する
。続いて、サンプルの磁気記録媒体１０について、下地層１２および磁性層１３を基体１
１から剥がす。次に、測定装置としてミツトヨ（Mitutoyo）社製レーザーホロゲージ（LG
H-110C）を用い、基体１１から剥がした下地層１２と磁性層１３との積層体の厚みを、５
点以上の位置で測定する。そののち、それらの測定値を単純平均（算術平均）し、下地層
１２と磁性層１３との積層体の平均厚みを算出する。なお、測定位置は、サンプルから無
作為に選ばれるものとする。最後に、その積層体の平均厚みから、上述のようにＴＥＭを
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用いて測定した磁性層１３の平均厚みを差し引くことにより、下地層１２の平均厚みを求
める。
【００５９】
　下地層１２は、多数の孔部を有していることが好ましい。これらの多数の孔部に潤滑剤
が蓄えられることで、繰り返し記録または再生を行った後にも（すなわち磁気ヘッドを磁
気記録媒体１０の表面に接触させて繰り返し走行を行った後にも）、磁性層１３の表面１
３Ｓと磁気ヘッドとの間に対する潤滑剤の供給量の低下をさらに抑制することができる。
したがって、動摩擦係数の増加をさらに抑制することができる。
【００６０】
　繰り返し記録または再生後における動摩擦係数の低下を抑制する観点からすると、下地
層１２の孔部と磁性層１３の凹み１３Ａとがつながっていることが好ましい。ここで、下
地層１２の孔部と磁性層１３の凹み１３Ａとがつながっているとは、下地層１２の多数の
孔部のうちの一部のものと、磁性層１３の多数の凹み１３Ａのうちの一部のものとがつな
がっている状態を含むものとする。
【００６１】
　磁性層１３の表面１３Ｓに対する潤滑剤の供給性を向上する観点からすると、多数の孔
部は、磁性層１３の表面１３Ｓに対して垂直方向に延設されているものを含んでいること
が好ましい。また、磁性層１３の表面１３Ｓに対する潤滑剤の供給性を向上する観点から
すると、磁性層１３の表面１３Ｓに対して垂直方向に延設された下地層１２の孔部と、磁
性層１３の表面１３Ｓに対して垂直方向に延設された磁性層１３の凹み１３Ａとがつなが
っていることが好ましい。
【００６２】
（下地層１２の非磁性粉）
　非磁性粉は、例えば無機粒子粉または有機粒子粉の少なくとも１種を含む。また、非磁
性粉は、カーボンブラック等の炭素粉を含んでいてもよい。なお、１種の非磁性粉を単独
で用いてもよいし、２種以上の非磁性粉を組み合わせて用いてもよい。無機粒子は、例え
ば、金属、金属酸化物、金属炭酸塩、金属硫酸塩、金属窒化物、金属炭化物または金属硫
化物等を含む。非磁性粉の形状としては、例えば、針状、球状、立方体状、板状等の各種
形状が挙げられるが、これに限定されるものではない。
【００６３】
（下地層１２の結着剤）
　下地層１２における結着剤は、上述の磁性層１３と同様である。
【００６４】
（バック層１４）
　バック層１４は、例えば結着剤および非磁性粉を含んでいる。バック層１４が、必要に
応じて潤滑剤、硬化剤および帯電防止剤等のうちの少なくとも１種の添加剤をさらに含ん
でいてもよい。バック層１４における結着剤および非磁性粉は、上述の下地層１２におけ
る結着剤および非磁性粉と同様である。
【００６５】
　バック層１４における非磁性粉の平均粒子サイズは、好ましくは１０ｎｍ以上１５０ｎ
ｍ以下、より好ましくは１５ｎｍ以上１１０ｎｍ以下である。バック層１４の非磁性粉の
平均粒子サイズは、上記の磁性層１３における磁性粉の平均粒子サイズと同様にして求め
られる。非磁性粉が、２以上の粒度分布を有するものを含んでいてもよい。
【００６６】
　バック層１４の平均厚みの上限値は、好ましくは０．６μｍ以下であり、特に好ましく
は０．５μｍ以下である。バック層１４の平均厚みの上限値が０．６μｍ以下であると、
磁気記録媒体１０の平均厚みが５．６μｍ以下である場合でも、下地層１２や基体１１の
厚みを厚く保つことができるので、磁気記録媒体１０の記録再生装置内での走行安定性を
保つことができる。バック層１４の平均厚みの下限値は特に限定されるものではないが、
例えば０．２μｍ以上であり、特に好ましくは０．３μｍ以上である。
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【００６７】
　バック層１４の平均厚みは以下のようにして求められる。まず、１／２インチ幅の磁気
記録媒体１０を準備し、それを２５０ｍｍの長さに切り出し、サンプルを作製する。次に
、測定装置としてミツトヨ（Mitutoyo）社製レーザーホロゲージ（LGH-110C）を用いて、
サンプルである磁気記録媒体１０の厚みを５点以上で測定し、それらの測定値を単純に平
均（算術平均）して、磁気記録媒体１０の平均厚みｔT［μｍ］を算出する。なお、測定
位置は、サンプルから無作為に選ばれるものとする。続いて、サンプルの磁気記録媒体１
０からバック層１４をＭＥＫ（メチルエチルケトン）または希塩酸等の溶剤で除去する。
そののち、再び上記のレーザーホロゲージを用い、磁気記録媒体１０からバック層１４を
除去したサンプルの厚みを５点以上で測定し、それらの測定値を単純に平均（算術平均）
してバック層１４を除去した磁気記録媒体１０の平均厚みｔB［μｍ］を算出する。なお
、測定位置は、サンプルから無作為に選ばれるものとする。最後に、以下の式よりバック
層１４の平均厚みｔb［μｍ］を求める。
ｔb［μｍ］＝ｔT［μｍ］－ｔB［μｍ］
【００６８】
　図１に示したように、バック層１４は、多数の突部１４Ａが設けられた表面を有してい
る。多数の突部１４Ａは、磁気記録媒体１０をロール状に巻き取った状態において、磁性
層１３の表面１３Ｓに多数の凹み１３Ａを形成するためのものである。多数の凹み１３Ａ
は、例えば、バック層１４の表面から突出された多数の非磁性粒子により形成される。
【００６９】
（磁気記録媒体１０の平均厚み）
　磁気記録媒体１０の平均厚み（平均全厚）の上限値は、好ましくは５．６μｍ以下、よ
り好ましくは５．０μｍ以下、特に好ましくは４．６μｍ以下、さらにより好ましくは４
．４μｍ以下である。磁気記録媒体１０の平均厚みが５．６μｍ以下であると、１データ
カートリッジ内に記録できる記録容量を一般的な磁気記録媒体よりも高めることができる
。磁気記録媒体１０の平均厚みの下限値は特に限定されるものではないが、例えば３．５
μｍ以上である。
【００７０】
　磁気記録媒体１０の平均厚みｔＴは以下のようにして求められる。まず、１／２インチ
幅の磁気記録媒体１０を準備し、それを２５０ｍｍの長さに切り出し、サンプルを作製す
る。次に、測定装置としてMitutoyo社製レーザーホロゲージ（LGH-110C）を用いて、サン
プルの厚みを５点以上の位置で測定し、それらの測定値を単純に平均（算術平均）して、
平均値ｔＴ［μｍ］を算出する。なお、測定位置は、サンプルから無作為に選ばれるもの
とする。
【００７１】
（保磁力Ｈｃ）
　磁気記録媒体１０の長手方向における保磁力Ｈｃの上限値は、好ましくは２０００Ｏｅ
以下、より好ましくは１９００Ｏｅ以下、さらにより好ましくは１８００Ｏｅ以下である
。長手方向における保磁力Ｈｃ２が２０００Ｏｅ以下であると、記録ヘッドからの垂直方
向の磁界により感度良く磁化が反応するため、良好な記録パターンを形成することができ
る。
【００７２】
　磁気記録媒体１０の長手方向に測定した保磁力Ｈｃの下限値が、好ましくは１０００Ｏ
ｅ以上である。長手方向にける保磁力Ｈｃの下限値が１０００Ｏｅ以上であると、記録ヘ
ッドからの漏れ磁束による減磁を抑制することができる。
【００７３】
　上記の保磁力Ｈｃは以下のようにして求められる。磁気記録媒体１０を３枚重ね合わせ
て両面テープで接着したのち、φ６．３９ｍｍのパンチで打ち抜くことにより測定サンプ
ルを作成する。この際に、磁気記録媒体の長手方向（走行方向）が認識できるように、磁
性を持たない任意のインクでマーキングを行う。そして、振動試料型磁力計（Vibrating 
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Sample Magnetometer：ＶＳＭ）を用いて磁気記録媒体１０の長手方向（磁気記録媒体１
０の走行方向）に対応する測定サンプル（磁気記録媒体１０全体）のＭ－Ｈループを測定
する。次に、アセトンまたはエタノール等を用いて塗膜（下地層１２、磁性層１３および
バック層１４等）を払拭し、基体１１のみを残す。そして、得られた基体１１を両面テー
プで３枚重ね合わせて接着したのち、φ６．３９ｍｍのパンチで打ち抜くことによりバッ
クグラウンド補正用のサンプル（以下、単に補正用サンプルという。）を得る。そののち
、ＶＳＭを用いて基体１１の長手方向（磁気記録媒体１０の走行方向）に対応する補正用
サンプル（基体１１）のＭ－Ｈループを測定する。
【００７４】
　測定サンプル（磁気記録媒体１０全体）のＭ－Ｈループおよび補正用サンプル（基体１
１）のＭ－Ｈループの測定においては、例えば東英工業製の好感度振動試料型磁力計「Ｖ
ＳＭ－Ｐ７－１５型」が用いられる。測定条件は、測定モード：フルループ、最大磁界：
１５ｋＯｅ、磁界ステップ：４０ｂｉｔ、Time constant of Locking amp：０．３ｓｅｃ
、Waiting time：１ｓｅｃ、ＭＨ平均数：２０とする。
【００７５】
　２つのＭ－Ｈループを得たのち、測定サンプル（磁気記録媒体１０全体）のＭ－Ｈルー
プから補正用サンプル（基体１１）のＭ－Ｈループが差し引かれることで、バックグラウ
ンド補正が行われ、バックグラウンド補正後のＭ－Ｈループが得られる。このバックグラ
ウンド補正の計算には、「ＶＳＭＰ７－１５型」に付属されている測定・解析プログラム
が用いられる。
【００７６】
　得られたバックグラウンド補正後のＭ－Ｈループから保磁力Ｈｃが求められる。なお、
この計算には、「ＶＳＭ－Ｐ７－１５型」に付属されている測定・解析プログラムが用い
られる。なお、上記のＭ－Ｈループの測定はいずれも、２５℃にて行われるものとする。
また、Ｍ－Ｈループを磁気記録媒体１０の長手方向に測定する際の"反磁界補正"は行わな
いものとする。
【００７７】
（角形比）
　磁気記録媒体１０の垂直方向（厚み方向）における角形比Ｓ１は、例えば６５％以上で
あり、好ましくは６７％以上、より好ましくは７０％以上、さらにより好ましくは７５％
以上、特に好ましくは８０％以上である。角形比Ｓ１が６５％以上であると、磁性粉の垂
直配向性が十分に高くなるため、より優れたＳＮＲを得ることができる。
【００７８】
　角形比Ｓ１は以下のようにして求められる。磁気記録媒体１０を３枚重ね合わせて両面
テープで接着したのち、φ６．３９ｍｍのパンチで打ち抜くことにより測定サンプルを作
成する。この際に、磁気記録媒体の長手方向（走行方向）が認識できるように、磁性を持
たない任意のインクでマーキングを行う。そして、振動試料型磁力計（Vibrating Sample
 Magnetometer：ＶＳＭ）を用いて磁気記録媒体１０の長手方向（磁気記録媒体１０の走
行方向）に対応する測定サンプル（磁気記録媒体１０全体）のＭ－Ｈループを測定する。
次に、アセトンまたはエタノール等を用いて塗膜（下地層１２、磁性層１３およびバック
層１４等）を払拭し、基体１１のみを残す。そして、得られた基体１１を両面テープで３
枚重ね合わせて接着したのち、φ６．３９ｍｍのパンチで打ち抜くことによりバックグラ
ウンド補正用のサンプル（以下、単に補正用サンプルという。）を得る。そののち、ＶＳ
Ｍを用いて基体１１の長手方向（磁気記録媒体１０の走行方向）に対応する補正用サンプ
ル（基体１１）のＭ－Ｈループを測定する。
【００７９】
　測定サンプル（磁気記録媒体１０全体）のＭ－Ｈループおよび補正用サンプル（基体１
１）のＭ－Ｈループの測定においては、例えば東英工業製の好感度振動試料型磁力計「Ｖ
ＳＭ－Ｐ７－１５型」が用いられる。測定条件は、測定モード：フルループ、最大磁界：
１５ｋＯｅ、磁界ステップ：４０ｂｉｔ、Time constant of Locking amp：０．３ｓｅｃ
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、Waiting time：１ｓｅｃ、ＭＨ平均数：２０とする。
【００８０】
　２つのＭ－Ｈループを得たのち、測定サンプル（磁気記録媒体１０全体）のＭ－Ｈルー
プから補正用サンプル（基体１１）のＭ－Ｈループが差し引かれることで、バックグラウ
ンド補正が行われ、バックグラウンド補正後のＭ－Ｈループが得られる。このバックグラ
ウンド補正の計算には、「ＶＳＭＰ７－１５型」に付属されている測定・解析プログラム
が用いられる。
【００８１】
　得られたバックグラウンド補正後のＭ－Ｈループの飽和磁化Ｍｓ（ｅｍｕ）および残留
磁化Ｍｒ（ｅｍｕ）を以下の式に代入して、角形比Ｓ１（％）を計算する。
角形比Ｓ１（％）＝（Ｍｒ／Ｍｓ）×１００
なお、上記のＭ－Ｈループの測定はいずれも、２５℃にて行われるものとする。また、Ｍ
－Ｈループを磁気記録媒体１０の垂直方向に測定する際の“反磁界補正”は行わないもの
とする。
【００８２】
　磁気記録媒体１０の長手方向（走行方向）における角形比Ｓ２は、好ましくは３５％以
下、より好ましくは３０％以下、さらにより好ましくは２５％以下、特に好ましくは２０
％以下、最も好ましくは１５％以下である。角形比Ｓ２が３５％以下であると、磁性粉の
垂直配向性が十分に高くなるため、より優れたＳＮＲを得ることができる。
【００８３】
　角形比Ｓ２は、Ｍ－Ｈループを磁気記録媒体１０および基体１１の長手方向（走行方向
）に測定すること以外は角形比Ｓ１と同様にして求められる。
【００８４】
（ＳＦＤ）
　磁気記録媒体１０のＳＦＤ（Switching Field Distribution）曲線において、メインピ
ーク高さＸと磁場ゼロ付近のサブピークの高さＹとのピーク比Ｘ／Ｙは、好ましくは３．
０以上であり、より好ましくは５．０以上、さらにより好ましくは７．０以上、特に好ま
しくは１０．０以上、最も好ましくは２０．０以上である（図５参照）。ピーク比Ｘ／Ｙ
が３．０以上であると、実際の記録に寄与するε酸化鉄粒子２０の他にε酸化鉄特有の低
保磁力成分（例えば軟磁性粒子や超常磁性粒子等）が磁性粉中に多く含まれることを抑制
できる。したがって、記録ヘッドからの漏れ磁界により、隣接するトラックに記録された
磁化信号が劣化することを抑制できるので、より優れたＳＮＲを得ることができる。ピー
ク比Ｘ／Ｙの上限値は特に限定されるものではないが、例えば１００以下である。
【００８５】
　上記のピーク比Ｘ／Ｙは、以下のようにして求められる。まず、上記の保磁力Ｈｃの測
定方法と同様にして、バックグラウンド補正後のＭ－Ｈループを得る。次に、得られたＭ
－ＨループからＳＦＤカーブを算出する。ＳＦＤカーブの算出には測定機に付属のプログ
ラムを用いてもよいし、その他のプログラムを用いてもよい。算出したＳＦＤカーブがＹ
軸（ｄＭ／ｄＨ）を横切る点の絶対値を「Ｙ」とし、Ｍ－Ｈループで言うところの保磁力
Ｈｃ近傍に見られるメインピークの高さを「Ｘ」として、ピーク比Ｘ／Ｙを算出する。な
お、Ｍ－Ｈループの測定は、上記の保磁力Ｈｃの測定方法と同様に２５℃にて行われるも
のとする。また、Ｍ－Ｈループを磁気記録媒体１０の厚み方向（垂直方向）に測定する際
の“反磁界補正”は行わないものとする。また、使用するＶＳＭの感度に合わせて、測定
するサンプルを複数枚重ねてＭ－Ｈループを測定してもよい。
【００８６】
（活性化体積Ｖact）
　活性化体積Ｖactが、好ましくは８０００ｎｍ3以下、より好ましくは６０００ｎｍ3以
下、さらにより好ましくは５０００ｎｍ3以下、特に好ましくは４０００ｎｍ3以下、最も
好ましくは３０００ｎｍ3以下である。活性化体積Ｖactが８０００ｎｍ3以下であると、
磁性粉の分散状態が良好になるため、ビット反転領域を急峻にすることができ、記録ヘッ
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ドからの漏れ磁界により、隣接するトラックに記録された磁化信号が劣化することを抑制
できる。したがって、より優れたＳＮＲが得られる。
【００８７】
　上記の活性化体積Ｖactは、Ｓｔｒｅｅｔ＆Ｗｏｏｌｌｅｙにより導出された下記の式
により求められる。
Ｖact（ｎｍ3）＝ｋB×Ｔ×Χirr／（μ0×Ｍｓ×Ｓ）
（但し、ｋB：ボルツマン定数（１．３８×１０-23Ｊ／Ｋ）、Ｔ：温度（Ｋ）、Χirr：
非可逆磁化率、μ0：真空の透磁率、Ｓ：磁気粘性係数、Ｍｓ：飽和磁化（ｅｍｕ／ｃｍ3

））
【００８８】
　上記式に代入される非可逆磁化率Χirr、飽和磁化Ｍｓおよび磁気粘性係数Ｓは、ＶＳ
Ｍを用いて以下のようにして求められる。ＶＳＭに用いる測定サンプルは、磁気記録媒体
１０を両面テープで３枚重ね合わされたものをφ６．３９ｍｍのパンチで打ち抜くことに
より作製される。この際に、磁気記録媒体１０の長手方向（走行方向）が認識できるよう
に、磁性を持たない任意のインクでマーキングを行う。なお、ＶＳＭによる測定方向は、
磁気記録媒体１０の厚み方向（垂直方向）とする。また、ＶＳＭによる測定は、長尺状の
磁気記録媒体１０から切り出された測定サンプルに対して２５℃にて行われるものとする
。また、Ｍ－Ｈループを磁気記録媒体１０の厚み方向（垂直方向）に測定する際の“反磁
界補正”は行わないものとする。さらに、測定サンプル（磁気記録媒体１０の全体）のＭ
－Ｈループ、補正用サンプル（基体１１）のＭ－Ｈループの測定においては、東英工業社
製の高感度振動試料型磁力計「ＶＳＭ－Ｐ７－１５型」が用いられる。測定条件は、測定
モード：フルループ、最大磁界：１５ｋＯｅ、磁界ステップ：４０ｂｉｔ、Time constan
t of Locking amp：０．３ｓｅｃ、Waiting time：１ｓｅｃ、ＭＨ平均数：２０とされる
。
【００８９】
（非可逆磁化率Χirr）
　非可逆磁化率Χirrは、残留磁化曲線（ＤＣＤ曲線）の傾きにおいて、残留保磁力Ｈｒ
付近における傾きと定義される。まず、磁気記録媒体１０全体に－１１９３ｋＡ／ｍ（１
５ｋＯｅ）の磁界を印加し、磁界をゼロに戻し残留磁化状態とする。その後、反対方向に
約１５．９ｋＡ／ｍ（２００Ｏｅ）の磁界を印加し再びゼロに戻し残留磁化量を測定する
。その後も同様に、先ほどの印加磁界よりもさらに１５．９ｋＡ／ｍ大きい磁界を印加し
ゼロに戻す測定を繰り返し行い、印加磁界に対して残留磁化量をプロットしＤＣＤ曲線を
測定する。得られたＤＣＤ曲線から、磁化量ゼロとなる点を残留保磁力Ｈｒとし、さらに
ＤＣＤ曲線を微分し、各磁界におけるＤＣＤ曲線の傾きを求める。このＤＣＤ曲線の傾き
において、残留保磁力Ｈｒ付近の傾きがΧirrとなる。
【００９０】
 （飽和磁化Ｍｓ）
　まず、上記の保磁力Ｈｃの測定方法と同様にして、バックグラウンド補正後のＭ－Ｈル
ープを得る。次に、得られたＭ－Ｈループの飽和磁化Ｍｓ（ｅｍｕ）の値と、測定サンプ
ル中の磁性層１３の体積（ｃｍ3）から、Ｍｓ（ｅｍｕ／ｃｍ3）を算出する。なお、磁性
層１３の体積は測定サンプルの面積に磁性層１３の平均厚みを乗ずることにより求められ
る。磁性層１３の体積の算出に必要な磁性層１３の平均厚みの算出方法は、上述した通り
である。
【００９１】
（磁気粘性係数Ｓ）
　まず、磁気記録媒体１０（測定サンプル）全体に－１１９３ｋＡ／ｍ（１５ｋＯｅ）の
磁界を印加し、磁界をゼロに戻し残留磁化状態とする。そののち、反対方向に、ＤＣＤ曲
線より得られた残留保磁力Ｈｒの値と同等の磁界を印加する。磁界を印加した状態で１０
００秒間、磁化量を一定の時間間隔で継続的に測定する。このようにして得られた、時間
ｔと磁化量Ｍ（ｔ）との関係を以下の式に照らし合わせて磁気粘性係数Ｓを算出する。
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Ｍ（ｔ）＝Ｍ０＋Ｓ×ｌｎ（ｔ）
（但し、Ｍ（ｔ）：時間ｔの磁化量、Ｍ０：初期の磁化量、Ｓ：磁気粘性係数、ｌｎ（ｔ
）：時間の自然対数）
【００９２】
（摩擦係数比（μB／μA））
　磁気記録媒体１０は、好ましくは、磁気記録媒体１０の長手方向に０．４Ｎの張力を加
えた状態における磁気記録媒体１０の磁性層１３の表面１３Ｓと磁気ヘッドとの間の動摩
擦係数μAと、磁気記録媒体１０の長手方向に１．２Ｎの張力を加えた状態における磁気
記録媒体１０の磁性層１３の表面１３Ｓと磁気ヘッドとの間の動摩擦係数μBとの摩擦係
数比（μB／μA）が１．０以上２．０以下であり、より好ましくは１．０以上１．８以下
であり、さらにより好ましくは１．０以上１．６以下である。摩擦係数比（μB／μA）が
上記数値範囲内にあることによって、走行時の張力変動による動摩擦係数の変化を小さく
することができるため、磁気記録媒体１０の走行を安定させることができる。
【００９３】
　摩擦係数比（μＢ／μＡ）を算出するための動摩擦係数μＡおよび動摩擦係数μＢは以
下のとおりにして求められる。先ず、図８に示したように、１／２インチ幅の磁気記録媒
体１０を、互いに離間して平行に配置された１インチ径の円柱状の２本のガイドロール９
１，９２に磁性層１３の表面１３Ｓが接触するように載せる。２本のガイドロール９１，
９２は、互いの位置関係が固定されている。
【００９４】
　次いで、ＬＴＯ５ドライブに搭載されているヘッドブロック（記録再生用）９３に対し
、磁気記録媒体１０を、磁性層１３の表面１３Ｓが接触し、かつ抱き角θ１［°］＝５．
６°となるように接触させ、磁気記録媒体１０の一端を掴み治具９４により把持して可動
式ストレインゲージ９５と繋ぐと共に、磁気記録媒体１０の他端に錘９６を吊り下げ、０
．４ＮのテンションＴ０を付与する。なお、ヘッドブロック９３は、抱き角θ１［°］が
５．６°となった位置において固定されるようになっている。これにより、ガイドロール
９１，９２とヘッドブロック９３との位置関係も固定される。
【００９５】
　次いで、可動式ストレインゲージ９５によって、磁気記録媒体１０を、ヘッドブロック
９３に対して１０ｍｍ／ｓの速度で可動式ストレインゲージ９５へ向かうように６０ｍｍ
摺動させる。この摺動時の可動式ストレインゲージ９５の出力値（電圧）を、事前に取得
されている出力値と荷重との直線関係（後述する）に基づき、Ｔ［Ｎ］に変換する。上記
６０ｍｍの摺動の摺動開始から摺動停止までの間に、１３回Ｔ［Ｎ］を取得し、最初と最
後の計２回を除いた１１個のＴ［Ｎ］を単純平均することによって、Ｔave［Ｎ］が得ら
れる。
　その後、以下の式より動摩擦係数μAを求める。
【数１】

【００９６】
　上述の直線関係は以下のとおりに得られる。すなわち、可動式ストレインゲージ９５に
０．４Ｎの荷重をかけた場合と１．５Ｎの荷重をかけた場合のそれぞれについて、可動式
ストレインゲージ９５の出力値（電圧）を得る。得られた２つの出力値と前記２つの荷重
とから、出力値と荷重との直線関係が得られる。当該直線関係を用いて、上記のとおり、
摺動時の可動式ストレインゲージ９５による出力値（電圧）がＴ［Ｎ］に変換される。
【００９７】
　動摩擦係数μBは、前記他端に付与されるテンションＴ0［Ｎ］を１．２Ｎとすること以
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外は動摩擦係数μAの測定方法と同じ方法で測定される。
　以上のとおりにして測定された動摩擦係数μA及び動摩擦係数μBから、摩擦係数比（μ

B／μA）が算出される。
【００９８】
　磁気記録媒体１０に加わる張力が０．６Ｎであるときの磁性層１３の表面１３Ｓと磁気
ヘッドの間の動摩擦係数をμＣとした場合、走行開始から５回目の動摩擦係数μＣ（５）
と走行開始から１０００回目の動摩擦係数μＣ（１０００）との摩擦係数比（μＣ（１０
００）／μＣ（５））が、好ましくは１．０以上１．９以下、より好ましくは１．２以上
１．８以下である。摩擦係数比（μＣ（１０００）／μＣ（５））が１．０以上で１．９
以下であると、多数回走行による動摩擦係数の変化を小さくできるため、磁気記録媒体１
０の走行を安定させることができる。ここで、磁気ヘッドとしては磁気記録媒体１０に対
応したドライブのものを用いるものとする。
【００９９】
（摩擦係数比（μC(1000)／μC(5)））
　摩擦係数比（μＣ（１０００）／μＣ（５））を算出するための動摩擦係数μＣ（５）
および動摩擦係数μＣ（１０００）は以下のとおりにして求められる。
【０１００】
　磁気記録媒体１０は、好ましくは、長手方向に０．６Ｎの張力を加えた状態にある前記
磁気記録媒体を、磁気ヘッド上を５往復摺動させた場合の５往復目における動摩擦係数μ

C(5)と、当該磁気ヘッド上を１０００往復させた場合の１０００往復目における動摩擦係
数μC(1000)との摩擦係数比（μC(1000)／μC(5)）が１．０～２．０であり、より好まし
くは１．０～１．８であり、さらにより好ましくは１．０～１．６である。摩擦係数比（
μC(1000)／μC(5)）が上記数値範囲内にあることによって、多数回走行による動摩擦係
数の変化を小さくすることができるため、磁気記録媒体１０の走行を安定させることがで
きる。
【０１０１】
　摩擦係数比（μC(1000)／μC(5)）を算出するための動摩擦係数μC(5)及び動摩擦係数
μC(1000)は以下のとおりにして求められる。
　磁気記録媒体１０の前記他端に付与されるテンションＴ0［Ｎ］を０．６Ｎとすること
以外は動摩擦係数μAの測定方法と同じようにして、磁気記録媒体１０を可動式ストレイ
ンゲージ７１と繋ぐ。そして、磁気記録媒体１０を、ヘッドブロック７４に対して１０ｍ
ｍ／ｓにて可動式ストレインゲージへ向かって６０ｍｍ摺動させ（往路）及び可動式スト
レインゲージから離れるように６０ｍｍ摺動させる（復路）。この往復動作を１０００回
繰り返す。この１０００回の往復動作のうち、５回目の往路の６０ｍｍの摺動の摺動開始
から摺動停止までの間に、ストレインゲージの出力値（電圧）を１３回を取得し、動摩擦
係数μAで求めた出力値と荷重との直線関係に基づき、Ｔ［Ｎ］に変換する。最初と最後
の計２回を除いた１１個を単純平均することによりＴave［Ｎ］を求める。以下の式によ
り、動摩擦係数μC(5)を求める。
【数２】

　さらに、動摩擦係数μC(1000)は、１０００回目の往路の測定をすること以外は動摩擦
係数μC(5)と同様にして求める。
　以上のとおりにして測定された動摩擦係数μC(5)及び動摩擦係数μC(1000)から、摩擦
係数比μC(1000)／μC(5)が算出される。
【０１０２】
（振り子粘弾性試験により求められる対数減衰率）
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　磁性層１３の表面１３Ｓにおける、１０℃以上４５℃以下の温度において、振り子粘弾
性試験により求められる対数減衰率（以下、単に対数減衰率という。）は０．０２５以上
０．０３５以下である。また、１０℃以上４５℃以下の温度において、対数減衰率の最大
値と対数減衰率の最小値との差は０以上０．０２０以下である。ここでいう対数減衰率は
、高いほど粘性が強く、低いほど弾性が強いことを意味する。なお、１０℃以上４５℃以
下の温度範囲は、通常、磁気記録媒体１０の使用が想定される温度範囲である。そのよう
な温度範囲において磁性層１３の表面１３Ｓの粘弾性を最適化することにより、いわゆる
粉落ちと呼ばれることもある磁性層１３の構成材料そのものの粉化が抑制される。その結
果、磁気記録媒体１０の記録動作および／または再生動作の際、磁気ヘッドと磁性層表面
との接触を良好かつ安定的に維持できる。
【０１０３】
　上記の対数減衰率は、例えば振り子粘弾性試験機を用いた以下の方法により求められる
値である。振り子粘弾性試験機としては、例えばＡ＆Ｄ社製剛体振り子型物性試験器ＲＰ
Ｔ－３０００Ｗを用いることができる。図６～図８は、振り子粘弾性試験による対数減衰
率の測定方法の第１～第３の説明図である。以下、これら図面を参照し対数減衰率の測定
方法を説明する。ただし、図示された態様は例示であって、本開示を何ら限定するもので
はない。
【０１０４】
　測定対象の磁気記録媒体１０から測定用試料１００として1/2インチ幅のテープを２５
ｍｍを切り出す。切り出した測定用試料１００を、振り子粘弾性試験機内の試料ステージ
１０１において、基板１０３上に測定面（磁性層１３の表面１３Ｓ）を上方に向けて載置
し、目視で確認できる明らかなしわが入っていない状態で、カプトンテープ１０５で固定
する。
【０１０５】
　次に、測定用試料１００の測定面上に、質量１３ｇの振り子付円柱型シリンダエッジ１
０４（直径４ｍｍ）を、シリンダエッジ１０４の長軸方向が測定用試料１００の長手方向
と垂直になるように載せる。こうして測定用試料１００の測定面に、振り子付円柱型シリ
ンダエッジ１０４を載せた状態（上方から見た状態）の例を、図６に示す。図６に示した
態様では、温度センサー１０２をテープの温度が測定できるようにテープ上に設置し、基
板１０３の表面温度をモニタリングできる構成になっている。なお測定用試料１００の長
手方向とは、図６に示した態様では図中に矢印によって示した方向であり、測定用試料１
００を切り出した磁気記録媒体１０における長手方向をいう。本開示において、「垂直」
とは、本開示が属する技術分野において許容される誤差の範囲を含むものとする。上記誤
差の範囲とは、例えば、厳密な垂直±１０°未満の範囲を意味する。また、振り子１０７
（図７参照）としては、マグネットに吸着される性質を有する材料製（例えば金属製、合
金製等）の振り子を用いる。
【０１０６】
　測定用試料１００を載置した基板１０３の表面温度を２．５℃／ｍｉｎ以下の昇温速度
で０℃から５０℃まで昇温しながら、振り子運動を、振り子１０７とマグネット１０６と
の吸着を解除することにより開始（初期振動を誘起）させる。振り子運動している振り子
１０７の状態（横から見た状態）の一例が、図７である。図７に示した態様では、振り子
粘弾性試験機内で、試料ステージ下方に配置されたマグネット（電磁石）１０６への通電
を停止して（スイッチをオフにして）吸着を解除することにより振り子運動を開始し、電
磁石への通電を再開して（スイッチをオンにして）振り子１０７をマグネット１０６に吸
着させることにより振り子運動を停止させる。振り子運動中、図７に示したように、振り
子１０７は振幅を繰り返す。振り子が振幅を繰り返している間、振り子の変位を変位セン
サー１０８によりモニタリングして得られる結果から、変位を縦軸に取り、経過時間を横
軸に取った変位－時間曲線を得る。変位－時間曲線の一例を、図８に示す。図８では、振
り子１０７の状態と変位－時間曲線との対応が模式的に示されている。一定の測定間隔で
、静止（吸着）と振り子運動とを繰り返し、得られた変位－時間曲線を用いて、対数減衰
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率Δ（無単位）を、下記の式から求め、この値を磁気記録媒体１０の磁性層１３の表面１
３Ｓの対数減衰率とする。１回の吸着の吸着時間は１秒以上（１秒以上であれば任意の時
間でよい。）とし、吸着終了から次の吸着開始までの間隔は６秒以上（６秒以上であれば
任意の時間でよい。）とする。測定間隔とは、吸着開始から次の吸着開始までの時間の間
隔である。また、振り子運動を行う環境の湿度は、相対湿度４０～７０％の範囲であれば
任意の相対湿度でよい。
【０１０７】
【数３】

【０１０８】
　変位－時間曲線において、変位が極小から再び極小になるまでの間隔を、波の一周期と
する。ｎを、測定間隔中の変位－時間曲線に含まれる波の数とし、Ａｎを、ｎ番目の波に
おける極小変位と極大変位との差とする。図８では、ｎ番目の波の変位が極小から再び極
小になるまでの間隔を、Ｔｎ（例えば１番目の波についてはＴ１、２番目についてはＴ２
、３番目についてはＴ３）と表示している。対数減衰率の算出には、ｎ番目の波の次に現
れる極小変位と極大変位との差（上記数１中、Ａｎ＋１、図８に示した変位－時間曲線で
はＡ４）も用いるが、極大以降に振り子１０７が静止（吸着）している部分は波の数のカ
ウントには用いない。また、極大変位以前に振り子１０７が静止（吸着）している部分も
、波の数のカウントには用いない。したがって、図８に示した変位－時間曲線では、波の
数は３つ（ｎ＝３）である。
【０１０９】
［１－２　磁気記録媒体１０の製造方法］
　次に、上述の構成を有する磁気記録媒体１０の製造方法について説明する。まず、非磁
性粉、結着剤および潤滑剤等を溶剤に混練、分散させることにより、下地層形成用塗料を
調製する。次に、磁性粉、結着剤および潤滑剤等を溶剤に混練、分散させることにより、
磁性層形成用塗料を調製する。次に、結着剤および非磁性粉等を溶剤に混練、分散させる
ことにより、バック層形成用塗料を調製する。磁性層形成用塗料、下地層形成用塗料およ
びバック層形成用塗料の調製には、例えば、以下の溶剤、分散装置および混練装置を用い
ることができる。
【０１１０】
　上述の塗料調製に用いられる溶剤としては、例えば、アセトン、メチルエチルケトン、
メチルイソブチルケトン、シクロヘキサノン等のケトン系溶媒、メタノール、エタノール
、プロパノール等のアルコール系溶媒、酢酸メチル、酢酸エチル、酢酸ブチル、酢酸プロ
ピル、乳酸エチル、エチレングリコールアセテート等のエステル系溶媒、ジエチレングリ
コールジメチルエーテル、２－エトキシエタノール、テトラヒドロフラン、ジオキサン等
のエーテル系溶媒、ベンゼン、トルエン、キシレン等の芳香族炭化水素系溶媒、メチレン
クロライド、エチレンクロライド、四塩化炭素、クロロホルム、クロロベンゼン等のハロ
ゲン化炭化水素系溶媒等が挙げられる。これらは単独で用いてもよく、適宜混合して用い
てもよい。
【０１１１】
　上述の塗料調製に用いられる混練装置としては、例えば、連続二軸混練機、多段階で希
釈可能な連続二軸混練機、ニーダー、加圧ニーダー、ロールニーダー等の混練装置を用い
ることができるが、特にこれらの装置に限定されるものではない。また、上述の塗料調製
に用いられる分散装置としては、例えば、ロールミル、ボールミル、横型サンドミル、縦
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型サンドミル、スパイクミル、ピンミル、タワーミル、パールミル（例えばアイリッヒ社
製「ＤＣＰミル」等）、ホモジナイザー、超音波分散機等の分散装置を用いることができ
るが、特にこれらの装置に限定されるものではない。
【０１１２】
　次に、下地層形成用塗料を基体１１の一方の主面１１Ａに塗布して乾燥させることによ
り、下地層１２を形成する。続いて、この下地層１２上に磁性層形成用塗料を塗布して乾
燥させることにより、磁性層１３を下地層１２上に形成する。なお、乾燥の際に、例えば
ソレノイドコイルにより、磁性粉を基体１１の厚み方向に磁場配向させることが好ましい
。また、乾燥の際に、例えばソレノイドコイルにより、磁性粉を基体１１の走行方向（長
手方向）に磁場配向させたのちに、基体１１の厚み方向に磁場配向させるようにしてもよ
い。このような磁場配向処理をすることで、磁性粉の垂直配向度（すなわち角形比Ｓ１）
を向上することができる。磁性層１３の形成後、バック層形成用塗料を基体１１の他方の
主面１１Ｂに塗布して乾燥させることにより、バック層１４を形成する。これにより、磁
気記録媒体１０が得られる。
【０１１３】
　角形比Ｓ１、Ｓ２は、例えば、磁性層形成用塗料の塗膜に印加される磁場の強度、磁性
層形成用塗料中における固形分の濃度、磁性層形成用塗料の塗膜の乾燥条件（乾燥温度お
よび乾燥時間）を調整することにより所望の値に設定される。塗膜に印加される磁場の強
度は、磁性粉の保磁力の２倍以上であることが好ましい。角形比Ｓ１をさらに高めるため
には（すなわち角形比Ｓ２をさらに低めるためには）、磁性層形成用塗料中における磁性
粉の分散状態を向上させることが好ましい。また、角形比Ｓ１をさらに高めるためには、
磁性粉を磁場配向させるための配向装置に磁性層形成用塗料が入る前の段階で、磁性粉を
磁化させておくことも有効である。なお、上記の角形比Ｓ１、Ｓ２の調整方法は単独で使
用されてもよいし、２以上組み合わされて使用されてもよい。
【０１１４】
　その後、得られた磁気記録媒体１０にカレンダー処理を行い、磁性層１３の表面１３Ｓ
を平滑化する。次に、カレンダー処理が施された磁気記録媒体１０をロール状に巻き取っ
たのち、この状態で磁気記録媒体１０に加熱処理を行うことにより、バック層１４の表面
１４Ｓの多数の突部１４Ａを磁性層１３の表面１３Ｓに転写する。これにより、磁性層１
３の表面１３Ｓに多数の凹み１３Ａが形成される。
【０１１５】
　加熱処理の温度は、５０℃以上８０℃以下であることが好ましい。加熱処理の温度が５
０℃以上であると、良好な転写性を得ることができる。一方、加熱処理の温度が８０℃以
下であると、細孔量が多くなりすぎ、磁性層１３の表面１３Ｓの潤滑剤が過多になってし
まうおそれがある。ここで、加熱処理の温度は、磁気記録媒体１０を保持する雰囲気の温
度である。
【０１１６】
　加熱処理の時間は、１５時間以上４０時間以下であることが好ましい。加熱処理の時間
が１５時間以上であると、良好な転写性を得ることができる。一方、加熱処理の時間が４
０時間以下であると、生産性の低下を抑制することができる。
【０１１７】
　また、加熱処理の際に磁気記録媒体１０に対して付与する圧力の範囲は１５０ｋｇ／ｃ
ｍ以上４００ｋｇ／ｃｍ以下であるとよい。
【０１１８】
　 最後に、磁気記録媒体１０を所定の幅（例えば１／２インチ幅）に裁断する。以上に
より、目的とする磁気記録媒体１０が得られる。
【０１１９】
［１－３　記録再生装置３０の構成］
　次に、図９を参照して、上述の磁気記録媒体１０への情報の記録、および上述の磁気記
録媒体１０からの情報の再生を行う記録再生装置３０の構成について説明する。
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【０１２０】
　記録再生装置３０は、磁気記録媒体１０の長手方向に加わるテンションを調整可能な構
成を有している。また、記録再生装置３０は、磁気記録媒体カートリッジ１０Ａを装填可
能な構成を有している。ここでは、説明を容易とするために、記録再生装置３０が１つの
磁気記録媒体カートリッジ１０Ａを装填可能な構成を有している場合について説明する。
但し、本開示では、記録再生装置３０が、複数の磁気記録媒体カートリッジ１０Ａを装填
可能な構成を有していてもよい。先に述べたように、磁気記録媒体１０はテープ状であり
、例えば長尺状の磁気記録テープであってもよい。磁気記録媒体１０は、例えば磁気記録
媒体カートリッジ１０Ａの内部のリールに巻き付けられた状態で筐体に収容されていてよ
い。磁気記録媒体１０は、記録再生の際に長手方向に走行されるようになっている。また
、磁気記録媒体１０は、好ましくは１００ｎｍ以下、より好ましくは７５ｎｍ以下、さら
により好ましくは６０ｎｍ以下、特に好ましくは５０ｎｍ以下の最短記録波長で信号を記
録可能に構成されていてよく、例えば最短記録波長が上記範囲内にある記録再生装置３０
に用いられうる。記録トラック幅は、例えば２μｍ以下でありうる。
【０１２１】
　記録再生装置３０は、例えばネットワーク４３を介してサーバ４１およびパーソナルコ
ンピュータ（以下「ＰＣ」という。）４２等の情報処理装置に接続されており、これらの
情報処理装置から供給されたデータを磁気記録媒体カートリッジ１０Ａに記録可能に構成
されている。
【０１２２】
　記録再生装置３０は、図９に示したように、スピンドル３１と、リール３２と、駆動装
置３３と、駆動装置３４と、複数のガイドローラ３５と、ヘッドユニット３６と、通信イ
ンターフェース（以下、Ｉ／Ｆと記す）３７と、制御装置３８とを備える。
【０１２３】
　スピンドル３１は、磁気記録媒体カートリッジ１０Ａを装着可能に構成されている。磁
気記録媒体カートリッジ１０Ａは、ＬＴＯ（Linear Tape Open）規格に準拠しており、カ
ートリッジケース１０Ｂに磁気記録媒体１０を巻装した単一のリール１０Ｃを回転可能に
収容している。磁気記録媒体１０には、サーボ信号としてハの字状のサーボパターンが予
め記録されている。リール３２は、磁気記録媒体カートリッジ１０Ａから引き出された磁
気記録媒体１０の先端を固定可能に構成されている。
【０１２４】
　駆動装置３３は、スピンドル３１を回転駆動させる装置である。駆動装置３４は、リー
ル３２を回転駆動させる装置である。磁気記録媒体１０に対してデータの記録または再生
を行う際には、駆動装置３３と駆動装置３４とが、スピンドル３１とリール３２とをそれ
ぞれ回転駆動させることによって、磁気記録媒体１０を走行させる。ガイドローラ３５は
、磁気記録媒体１０の走行をガイドするためのローラである。
【０１２５】
　ヘッドユニット３６は、磁気記録媒体１０にデータ信号を記録するための複数の記録ヘ
ッドと、磁気記録媒体１０に記録されているデータ信号を再生するための複数の再生ヘッ
ドと、磁気記録媒体１０に記録されているサーボ信号を再生するための複数のサーボヘッ
ドとを備える。記録ヘッドとしては例えばリング型ヘッドを用いることができ、再生ヘッ
ドとしては例えば磁気抵抗効果型磁気ヘッドを用いることができるが、記録ヘッドおよび
再生ヘッドの種類はこれに限定されるものではない。
【０１２６】
　Ｉ／Ｆ３７は、サーバ４１およびＰＣ４２等の情報処理装置と通信するためのものであ
り、ネットワーク４３に対して接続される。
【０１２７】
　制御装置３８は、記録再生装置３０の全体を制御する。例えば、制御装置３８は、サー
バ４１およびＰＣ４２等の情報処理装置の要求に応じて、情報処理装置から供給されるデ
ータ信号をヘッドユニット３６により磁気記録媒体１０に記録する。また、制御装置３８
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は、サーバ４１およびＰＣ４２等の情報処理装置の要求に応じて、ヘッドユニット３６に
より、磁気記録媒体１０に記録されたデータ信号を再生し、情報処理装置に供給する。
【０１２８】
［１－４　効果］
　このように、本実施の形態の磁気記録媒体１０は、基体１１と下地層１２と磁性層１３
とバック層１４とが順に積層されたテープ状の部材であり、以下の（１）から（９）の各
構成要件を満たすようにしたものである。
（１）磁性層１３の表面１３Ｓには、磁性層１３の平均厚みの２０％以上の深さを有する
凹み１３Ａが１６００μｍ2あたり２０個以上２００個以下の割合で形成されている。
（２）磁性層１３の表面１３Ｓには、磁性層１３の平均厚みの２０％以上の深さを有する
凹み１３Ａが、１６００μｍ2あたり２０個以上２００個以下の割合で形成されている。
（３）磁性層１３の表面１３Ｓにおける、１０℃以上４５℃以下の温度において振り子粘
弾性試験により求められる対数減衰率は０．０２５以上０．０３５以下である。
（４）１０℃以上４５℃以下の温度において振り子粘弾性試験により求められる対数減衰
率の最大値と、１０℃以上４５℃以下の温度において振り子粘弾性試験により求められる
対数減衰率の最小値との差は０以上０．０２０以下である。
（５）磁気記録媒体１０の垂直方向における角形比は、６５％以上である。
（６）磁性層１３の平均厚みは、９０ｎｍ以下である。
（７）磁気記録媒体１０の平均厚みは、５．６μｍ以下である。
【０１２９】
　本実施の形態の磁気記録媒体１０は、このような構成を有することにより、全厚を薄く
し、繰り返し記録または繰り返し再生を実行したのちであっても、良好な電磁変換特性を
維持できる。適切な面密度で形成された複数の凹み１３Ａを設けることで、磁気記録媒体
１０の走行中に巻き込まれる空気を磁性層１３の表面１３Ｓとヘッドとの界面から逃がす
ことができるうえ、振り子粘弾性試験により求められる対数減衰率をコントロールするこ
とにより、磁性層１３の表面１３Ｓとヘッドとの接触を良好に保つことができるためと考
えられる。
【０１３０】
＜２．変形例＞
（変形例１）
　上記の一実施の形態では、２層構造のシェル部２２を有するε酸化鉄粒子２０（図４）
を例示して説明したが、本技術の磁気記録媒体は、例えば図１０に示したように、単層構
造のシェル部２３を有するε酸化鉄粒子２０Ａを含むようにしてもよい。ε酸化鉄粒子２
０Ａにおけるシェル部２３は、例えば第１シェル部２２ａと同様の構成を有する。但し、
特性劣化を抑制する観点においては、変形例１のε酸化鉄粒子２０Ａよりも上記の一実施
の形態で説明した２層構造のシェル部２２を有するε酸化鉄粒子２０が好ましい。
【０１３１】
（変形例２）
　上記一実施の形態の磁気記録媒体１０では、コアシェル構造を有するε酸化鉄粒子２０
を例示して説明したが、ε酸化鉄粒子が、コアシェル構造に代えて添加剤を含んでいても
よいし、コアシェル構造を有すると共に添加剤を含んでいてもよい。この場合、ε酸化鉄
粒子のＦｅの一部が添加剤で置換される。ε酸化鉄粒子が添加剤を含むことによっても、
ε酸化鉄粒子全体としての保磁力Ｈｃを記録に適した保磁力Ｈｃに調整できるため、記録
容易性を向上することができる。添加剤は、鉄以外の金属元素、好ましくは３価の金属元
素、より好ましくはＡｌ（アルミニウム）、Ｇａ（ガリウム）およびＩｎ（インジウム）
のうちの少なくとも１種、さらにより好ましくはＡｌおよびＧａのうちの少なくとも１種
である。
【０１３２】
　具体的には、添加剤を含むε酸化鉄は、ε－Ｆｅ2-xＭxＯ3結晶（但し、Ｍは鉄以外の
金属元素、好ましくは３価の金属元素、より好ましくはＡｌ、ＧａおよびＩｎのうちの少
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なくとも１種、さらにより好ましくはＡｌおよびＧａのうちの少なくとも１種である。ｘ
は、例えば０＜ｘ＜１である。）である。
【０１３３】
（変形例３）
　本開示の磁性粉は、ε酸化鉄粒子の粉末に代えて、六方晶フェライトを含有するナノ粒
子（以下「六方晶フェライト粒子」という。）の粉末を含むようにしてもよい。六方晶フ
ェライト粒子は、例えば、六角板状またはほぼ六角板状を有する。六方晶フェライトは、
好ましくはＢａ（バリウム）、Ｓｒ（ストロンチウム）、Ｐｂ（鉛）およびＣａ（カルシ
ウム）のうちの少なくとも１種、より好ましくはＢａおよびＳｒのうちの少なくとも１種
を含む。六方晶フェライトは、具体的には例えばバリウムフェライトまたはストロンチウ
ムフェライトであってもよい。バリウムフェライトは、Ｂａ以外にＳｒ、ＰｂおよびＣａ
のうちの少なくとも１種をさらに含んでいてもよい。ストロンチウムフェライトは、Ｓｒ
以外にＢａ、ＰｂおよびＣａのうちの少なくとも１種をさらに含んでいてもよい。
【０１３４】
　より具体的には、六方晶フェライトは、一般式ＭＦｅ12Ｏ19で表される平均組成を有す
る。但し、Ｍは、例えばＢａ、Ｓｒ、ＰｂおよびＣａのうちの少なくとも１種の金属、好
ましくはＢａおよびＳｒのうちの少なくとも１種の金属である。Ｍが、Ｂａと、Ｓｒ、Ｐ
ｂおよびＣａからなる群より選ばれる１種以上の金属との組み合わせであってもよい。ま
た、Ｍが、Ｓｒと、Ｂａ、ＰｂおよびＣａからなる群より選ばれる１種以上の金属との組
み合わせであってもよい。上記一般式においてＦｅの一部が他の金属元素で置換されてい
てもよい。
【０１３５】
　磁性粉が六方晶フェライト粒子の粉末を含む場合、磁性粉の平均粒子サイズは、好まし
くは５０ｎｍ以下、より好ましくは４０ｎｍ以下、さらにより好ましくは３０ｎｍ以下で
ある。磁性粉の平均粒子サイズは、２５ｎｍ以下、２２ｎｍ以下、２１ｎｍ以下、もしく
は２０ｎｍ以下であるとなおよい。また、磁性粉の平均粒子サイズは、例えば１０ｎｍ以
上であり、好ましくは１２ｎｍ以上、より好ましくは１５ｎｍ以上であるとよい。したが
って、六方晶フェライト粒子の粉末を含む磁性粉の平均粒子サイズは、例えば１０ｎｍ以
上５０ｎｍ以下、１０ｎｍ以上４０ｎｍ以下、１２ｎｍ以上３０ｎｍ以下、１２ｎｍ以上
２５ｎｍ以下、または１５ｎｍ以上２２ｎｍ以下とすることができる。磁性粉の平均粒子
サイズが上記上限値以下である場合（例えば５０ｎｍ以下、特には３０ｎｍ以下である場
合）、高記録密度の磁気記録媒体１０において、良好な電磁変換特性（例えばＳＮＲ）を
得ることができる。磁性粉の平均粒子サイズが上記下限値以上である場合（例えば１０ｎ
ｍ以上、好ましくは１２ｎｍ以上である場合）、磁性粉の分散性がより向上し、より優れ
た電磁変換特性（例えばＳＮＲ）を得ることができる。
【０１３６】
　磁性粉が六方晶フェライト粒子の粉末を含む場合、磁性粉の平均アスペクト比は、好ま
しくは１以上３．５以下、より好ましくは１以上３．１以下、又は２以上３．１以下、さ
らにより好ましくは２以上３以下でありうる。磁性粉の平均アスペクト比が上記数値範囲
内にあることによって、磁性粉の凝集を抑制することができ、さらに、磁性層１３の形成
工程において磁性粉を垂直配向させる際に、磁性粉に加わる抵抗を抑制することができる
。これは、磁性粉の垂直配向性の向上をもたらしうる。
【０１３７】
　なお、六方晶フェライト粒子の粉末を含む磁性粉の平均粒子サイズおよび平均アスペク
ト比は以下のようにして求められる。まず、測定対象となる磁気記録媒体１０をＦＩＢ（
Focused Ion Beam）法等により加工して薄片化を行う。薄片化は磁気テープの長さ方向(
長手方向)に沿うかたちで行う。得られた薄片サンプルについて、透過電子顕微鏡(日立ハ
イテクノロジーズ製 H-9500)を用いて、加速電圧：２００ｋＶ、総合倍率５００，０００
倍で記録層の厚み方向に対して記録層全体が含まれるように断面観察を行う。次に、撮影
したＴＥＭ写真から観察面の方向に側面を向けている粒子を５０個選び出し、各粒子の最
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大板厚ＤＡを測定する。このようにして求めた最大板厚ＤＡを単純に平均（算術平均）し
て平均最大板厚ＤＡaveを求める。続いて、各磁性粉の板径ＤＢを測定する。ここで、板
径ＤＢとは、磁性粉の輪郭に接するように、あらゆる角度から引いた２本の平行線間の距
離のうち最大のもの（いわゆる最大フェレ径）を意味する。続いて、測定した板径ＤＢを
単純平均（算術平均）して平均板径ＤＢaveを求める。そして、平均最大板厚ＤＡaveおよ
び平均板径ＤＢaveから粒子の平均アスペクト比（ＤＢave／ＤＡave）を求める。
【０１３８】
　磁性粉が六方晶フェライト粒子の粉末を含む場合、磁性粉の平均粒子体積は、好ましく
は５９００ｎｍ3以下、より好ましくは５００ｎｍ3以上３４００ｎｍ3以下、さらにより
好ましくは１０００ｎｍ3以上２５００ｎｍ3以下である。磁性粉の平均粒子体積が５９０
０ｎｍ3以下であると、磁性粉の平均粒子サイズを３０ｎｍ以下とする場合と同様の効果
が得られる。一方、磁性粉の平均粒子体積が５００ｎｍ3以上であると、磁性粉の平均粒
子サイズを１２ｎｍ以上とする場合と同様の効果が得られる。
【０１３９】
　なお、磁性粉の平均粒子体積は以下のようにして求められる。まず、上記の磁性粉の平
均粒子サイズの算出方法により、平均最大板厚ＤＡaveおよび平均最大板径ＤＢaveを求め
る。次に、以下の式により、ε酸化鉄粒子の平均体積Ｖを求める。
【数４】

【０１４０】
　本技術の特に好ましい実施態様に従い、磁性粉は、バリウムフェライト磁性粉またはス
トロンチウムフェライト磁性粉であり、より好ましくはバリウムフェライト磁性粉であり
うる。バリウムフェライト磁性粉は、バリウムフェライトを主相とする鉄酸化物の磁性粒
子（以下「バリウムフェライト粒子」という。）を含む。バリウムフェライト磁性粉は、
例えば高温多湿環境でも抗磁力が落ちないなど、データ記録の信頼性が高い。このような
観点から、バリウムフェライト磁性粉は、磁性粉として好ましい。
【０１４１】
　バリウムフェライト磁性粉の平均粒子サイズは、５０ｎｍ以下、より好ましくは１０ｎ
ｍ以上４０ｎｍ以下、さらにより好ましくは１２ｎｍ以上２５ｎｍ以下である。
【０１４２】
　磁性層１３が磁性粉としてバリウムフェライト磁性粉を含む場合、磁性層１３の平均厚
みｔｍ［ｎｍ］が、３５ｎｍ≦ｔｍ≦１００ｎｍであることが好ましく、特に好ましくは
８０ｎｍ以下である。また、磁気記録媒体１０の厚み方向（垂直方向）に測定した保磁力
Ｈｃが、好ましくは１６０ｋＡ／ｍ以上２８０ｋＡ／ｍ以下、より好ましくは１６５ｋＡ
／ｍ以上２７５ｋＡ／ｍ以下、更により好ましくは１７０ｋＡ／ｍ以上２７０ｋＡ／ｍ以
下である。
【０１４３】
（変形例４）
　磁性粉は、ε酸化鉄粒子の粉末に代えて、Ｃｏ含有スピネルフェライトを含有するナノ
粒子（以下「コバルトフェライト粒子」という。）の粉末を含むようにしてもよい。コバ
ルトフェライト粒子は、一軸結晶異方性を有することが好ましい。コバルトフェライト粒
子は、例えば、立方体状またはほぼ立方体状を有している。Ｃｏ含有スピネルフェライト
が、Ｃｏ以外にＮｉ、Ｍｎ、Ａｌ、ＣｕおよびＺｎのうちの少なくとも１種をさらに含ん
でいてもよい。
【０１４４】
　Ｃｏ含有スピネルフェライトは、例えば以下の式で表される平均組成を有する。
Ｃｏx Ｍy Ｆｅ2 ＯZ 
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（但し、式（１）中、Ｍは、例えば、Ｎｉ、Ｍｎ、Ａｌ、ＣｕおよびＺｎのうちの少なく
とも１種の金属である。ｘは、０．４≦ｘ≦１．０の範囲内の値である。ｙは、０≦ｙ≦
０．３の範囲内の値である。但し、ｘ、ｙは（ｘ＋ｙ）≦１．０の関係を満たす。ｚは３
≦ｚ≦４の範囲内の値である。Ｆｅの一部が他の金属元素で置換されていてもよい。）
【０１４５】
　磁性粉がコバルトフェライト粒子の粉末を含む場合、磁性粉の平均粒子サイズは、好ま
しくは２５ｎｍ以下、より好ましくは１０ｎｍ以上２３ｎｍ以下である。磁性粉の平均粒
子サイズが２５ｎｍ以下であると、高記録密度の磁気記録媒体１０において、良好な電磁
変換特性（例えばＳＮＲ）を得ることができる。一方、磁性粉の平均粒子サイズが１０ｎ
ｍ以上であると、磁性粉の分散性がより向上し、より優れた電磁変換特性（例えばＳＮＲ
）を得ることができる。磁性粉がコバルトフェライト粒子の粉末を含む場合、磁性粉の平
均アスペクト比は上述の一実施形態と同様である。また、磁性粉の平均粒子サイズおよび
平均アスペクト比も上述の一実施形態の算出方法と同様にして求められる。
【０１４６】
　磁性粉の平均粒子体積は、好ましくは１５０００ｎｍ3以下、より好ましくは１０００
ｎｍ3以上１２０００ｎｍ3以下である。磁性粉の平均粒子体積が１５０００ｎｍ3以下で
あると、磁性粉の平均粒子サイズを２５ｎｍ以下とする場合と同様の効果が得られる。一
方、磁性粉の平均粒子体積が１０００ｎｍ3以上であると、磁性粉の平均粒子サイズを１
０ｎｍ以上とする場合と同様の効果が得られる。なお、磁性粉の平均粒子体積は、上述の
一実施形態における磁性粉の平均粒子体積の算出方法（ε酸化鉄粒子が立方体状またはほ
ぼ立方体状を有している場合の平均粒子体積の算出方法）と同様である。
【０１４７】
　コバルトフェライト磁性粉の保磁力Ｈｃは、好ましくは２５００Ｏｅ以上、より好まし
くは２６００Ｏｅ以上３５００Ｏｅ以下である。
【０１４８】
（変形例５）
　磁気記録媒体１０は、例えば図１１に示したように、基体１１の少なくとも一方の表面
に設けられたバリア層１５をさらに備えるようにしてもよい。バリア層１５は、基体１１
が有する環境に応じた寸法変化を抑制するための層である。例えば、その寸法変化を及ぼ
す原因の一例として、基体１１の吸湿性があるが、バリア層１５を設けることにより基体
１１への水分の侵入速度を低減することができる。バリア層１５は、例えば、金属または
金属酸化物を含む。ここでいう金属としては、例えば、Ａｌ、Ｃｕ、Ｃｏ、Ｍｇ、Ｓｉ、
Ｔｉ、Ｖ、Ｃｒ、Ｍｎ、Ｆｅ、Ｎｉ、Ｚｎ、Ｇａ、Ｇｅ、Ｙ、Ｚｒ、Ｍｏ、Ｒｕ、Ｐｄ、
Ａｇ、Ｂａ、Ｐｔ、ＡｕおよびＴａのうちの少なくとも１種を用いることができる。金属
酸化物としては、例えば、上記金属を１種または２種以上含む金属酸化物を用いることが
できる。より具体的には例えば、Ａｌ2Ｏ3、ＣｕＯ、ＣｏＯ、ＳｉＯ2 、Ｃｒ2Ｏ3、Ｔｉ
Ｏ2、Ｔａ2 Ｏ5 およびＺｒＯ2 のうちの少なくとも１種を用いることができる。また、
バリア層１５が、ダイヤモンド状炭素（Diamond-Like Carbon：ＤＬＣ）またはダイヤモ
ンド等を含むようにしてもよい。
【０１４９】
　バリア層１５の平均厚みは、好ましくは２０ｎｍ以上１０００ｎｍ以下、より好ましく
は５０ｎｍ以上１０００ｎｍ以下である。バリア層１５の平均厚みは、磁性層１３の平均
厚みと同様にして求められる。但し、ＴＥＭ像の倍率は、バリア層１５の厚みに応じて適
宜調整される。
【０１５０】
（変形例６）
　上記の一実施の形態では、バック層１４の表面１４Ｓに設けられた多数の突部１４Ａを
、磁性層１３の表面１３Ｓに転写することにより、磁性層１３の表面１３Ｓに多数の凹み
１３Ａを形成する場合について説明したが、多数の凹み１３Ａの形成方法はこれに限定さ
れるものではない。例えば、磁性層形成用塗料に含まれる溶剤の種類および磁性層形成用
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塗料の乾燥条件等を調整することで、磁性層１３の表面１３Ｓに多数の凹み１３Ａを形成
するようにしてもよい。
【０１５１】
（変形例７）
　上述の一実施形態に係る磁気記録媒体１０をライブラリ装置に用いるようにしてもよい
。この場合、ライブラリ装置は、上述の一実施形態における記録再生装置３０を複数備え
るものであってもよい。
【実施例】
【０１５２】
　以下、実施例により本開示を具体的に説明するが、本開示は以下の実施例のみに限定さ
れるものではない。
【０１５３】
　以下の実施例および比較例において、磁性層の平均厚みの２０％以上の深さを有する凹
みの面密度、１０℃以上４５℃以下の温度範囲において振り子粘弾性試験により求められ
る対数減衰率、垂直方向における角形比（垂直配向度）、磁性層の平均厚み、および磁気
記録媒体の平均厚みについては、上述の一実施形態にて説明した測定方法により求められ
た値である。
【０１５４】
［実施例１］
　実施例１としての磁気記録媒体を以下のようにして得た。
【０１５５】
＜磁性層形成用塗料の調製工程＞
　磁性層形成用塗料を以下のようにして調製した。まず、下記配合の第１組成物をエクス
トルーダで混練した。次に、ディスパーを備えた攪拌タンクに、混練した第１組成物と、
下記配合の第２組成物を加えて予備混合を行った。続いて、さらにサンドミル混合を行い
、フィルター処理を行い、磁性層形成用塗料を調製した。
【０１５６】
（第１組成物）
　第１組成物における各構成要素および重量は以下の通りである。
・バリウムフェライト（ＢａＦｅ12Ｏ19）粒子の粉末（六角板状、平均アスペクト比２．
８、平均粒子体積１９５０ｎｍ3）：１００質量部
・塩化ビニル系樹脂のシクロヘキサノン溶液６５質量部
（当該溶液の組成は、樹脂分３０質量％及びシクロヘキサノン７０質量％である。塩化ビ
ニル系樹脂の詳細は以下のとおりであった：重合度３００、Ｍｎ＝１００００、極性基と
してＯＳＯ3Ｋ＝０．０７ｍｍｏｌ／ｇ、２級ＯＨ＝０．３ｍｍｏｌ／ｇを含有する
・酸化アルミニウム粉末（α－Ａｌ2Ｏ3、平均粒径０．２μｍ）：５質量部
【０１５７】
（第２組成物）
　第２組成物における各構成要素および重量は以下の通りである。
・塩化ビニル系樹脂：１．１質量部
（当該溶液の組成は、樹脂分３０質量％及びシクロヘキサノン７０質量％である。）
・カーボンブラック：２質量部
（東海カーボン社製、商品名：シーストＴＡ）
・脂肪酸エステルとしてｎ－ブチルステアレート：２質量部
・メチルエチルケトン：１２１．３質量部
・トルエン：１２１．３質量部
・シクロヘキサノン：６０．７質量部
【０１５８】
　上述のようにして調製した磁性層形成用塗料に、硬化剤としてポリイソシアネート（商
品名：コロネートＬ、東ソー株式会社製）：４質量部と、脂肪酸としてステアリン酸：２
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質量部とを添加した。
【０１５９】
＜下地層形成用塗料の調製工程＞
　下地層形成用塗料を以下のようにして調製した。まず、下記配合の第３組成物をエクス
トルーダで混練した。次に、ディスパーを備えた攪拌タンクに、混練した第３組成物と、
下記配合の第４組成物を加えて予備混合を行った。続いて、さらにサンドミル混合を行い
、フィルター処理を行い、下地層形成用塗料を調製した。
【０１６０】
（第３組成物）
　第３組成物における各構成要素および重量は以下の通りである。
・針状酸化鉄粉末（α－Ｆｅ2Ｏ3、平均長軸長０．１５μｍ）：１００質量部
・塩化ビニル系樹脂（樹脂溶液：樹脂分３０質量％、シクロヘキサノン７０質量％）：５
５．６質量部
・カーボンブラック（平均粒径２０ｎｍ）：１０質量部
【０１６１】
（第４組成物）
　第４組成物における各構成要素および重量は以下の通りである。
・ポリウレタン系樹脂ＵＲ８２００（東洋紡績製）：１８．５質量部
・脂肪酸エステルとしてｎ－ブチルステアレート：２質量部
・メチルエチルケトン：１０８．２質量部
・トルエン：１０８．２質量部
・シクロヘキサノン：１８．５質量部
【０１６２】
　上述のようにして調製した下地層形成用塗料に、硬化剤としてポリイソシアネート（商
品名：コロネートＬ、東ソー株式会社製）：４質量部と、脂肪酸としてステアリン酸：２
質量部とを添加した。
【０１６３】
＜バック層形成用塗料の調製工程＞
　バック層形成用塗料を以下のようにして調製した。下記原料を、ディスパーを備えた攪
拌タンクで混合を行い、フィルター処理を行うことで、バック層形成用塗料を調製した。
・小粒径のカーボンブラックの粉末（平均粒径（Ｄ５０）２０ｎｍ）：１００質量部
・大粒径のカーボンブラックの粉末（平均粒径（Ｄ５０）３００ｎｍ）：０質量部
・ポリエステルポリウレタン（東ソー株式会社製、商品名：Ｎ－２３０４）：１００質量
部
・メチルエチルケトン：５００質量部
・トルエン：４００質量部
・シクロヘキサノン：１００質量部
【０１６４】
＜塗布工程＞
　上述のようにして調製した磁性層形成用塗料および下地層形成用塗料を用いて、非磁性
支持体である平均厚み４．０μｍの長尺のポリエステルフィルムの一方の主面上に、カレ
ンダー後に平均厚み０.６μｍの下地層、および平均厚み８０ｎｍの磁性層になるように
以下のようにして形成した。まず、ポリエステルフィルムの一方の主面上に下地層形成用
塗料を塗布、乾燥させることにより、下地層を形成した。次に、下地層上に磁性層形成用
塗料を塗布、乾燥させることにより、磁性層を形成した。なお、磁性層の結着剤における
塩化ビニル系樹脂とポリウレタン系樹脂との重量比は、後出の表１に示したように１：１
となるようにした。また、磁性層形成用塗料の乾燥の際に、ソレノイドコイルにより、磁
性粉をフィルムの厚み方向に磁場配向させた。磁気記録媒体の厚み方向（垂直方向）にお
ける角形比は６７％とした。続いて、ポリエステルフィルムの他方の主面上にバック層形
成用塗料を塗布、乾燥させることにより、平均厚み０．３μｍのバック層を形成した。こ
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れにより、磁気記録媒体が得られた。
【０１６５】
＜カレンダー工程および転写工程＞
　続いて、カレンダー処理を行い、磁性層の表面を平滑化した。次に、磁性層の表面が平
滑化された磁気記録媒体をロール状に巻き取ったのち、その状態のまま磁気記録媒体に６
０℃、１０時間の加熱処理を行った。そして、内周側に位置している端部が反対に外周側
に位置するように、磁気記録媒体をロール状に巻き直したのち、その状態のまま磁気記録
媒体に６０℃、１０時間の加熱処理を再度行った。これにより、バック層の表面の多数の
突部が磁性層の表面に転写され、磁性層の表面に多数の凹みが形成された。磁性層の平均
厚みの２０％以上の深さを有する凹みは、１６００μｍ2あたり２０個となるようにした
。
【０１６６】
＜裁断工程＞
　上述のようにして得られた磁気記録媒体を１／２インチ（１２．６５ｍｍ）幅に裁断し
た。これにより、目的とする長尺状の磁気記録媒体（平均厚み５．６μｍ）が得られた。
【０１６７】
［実施例２］
　カレンダー処理の温度を調整する（実施例１よりも低くする）ことにより、磁性層の平
均厚みの２０％以上の深さを有する凹みが１６００μｍ2あたり４０個となるようにした
。これを除き、他は上記実施例１と同様にして実施例２としての磁気記録媒体を得た。
【０１６８】
［実施例３］
　バック層形成用塗料における、小粒径のカーボンブラックの粉末（平均粒径（Ｄ５０）
２０ｎｍ）を９５質量部とし、大粒径のカーボンブラックの粉末（平均粒径（Ｄ５０）３
００ｎｍ）を５質量部として、磁性層の平均厚みの２０％以上の深さを有する凹みが１６
００μｍ2あたり８０個となるようにした。これを除き、他は上記実施例１と同様にして
実施例３としての磁気記録媒体を得た。
【０１６９】
［実施例４］
　バック層形成用塗料における、小粒径のカーボンブラックの粉末（平均粒径（Ｄ５０）
２０ｎｍ）を９５質量部とし、大粒径のカーボンブラックの粉末（平均粒径（Ｄ５０）３
００ｎｍ）を５質量部とした。さらに、カレンダー処理の温度を調整する（実施例１より
も低くする）ようにした。これにより、磁性層の平均厚みの２０％以上の深さを有する凹
みが１６００μｍ2あたり１００個となるようにした。これを除き、他は上記実施例１と
同様にして実施例４としての磁気記録媒体を得た。
【０１７０】
［実施例５］
　バック層形成用塗料における、小粒径のカーボンブラックの粉末（平均粒径（Ｄ５０）
２０ｎｍ）を９０質量部とし、大粒径のカーボンブラックの粉末（平均粒径（Ｄ５０）３
００ｎｍ）を１０質量部とした。これにより、磁性層の平均厚みの２０％以上の深さを有
する凹みが１６００μｍ2あたり１５０個となるようにした。これを除き、他は上記実施
例１と同様にして実施例５としての磁気記録媒体を得た。
【０１７１】
［実施例６］
　バック層形成用塗料における、小粒径のカーボンブラックの粉末（平均粒径（Ｄ５０）
２０ｎｍ）を９０質量部とし、大粒径のカーボンブラックの粉末（平均粒径（Ｄ５０）３
００ｎｍ）を１０質量部とした。さらに、カレンダー処理の温度を調整する（実施例１よ
りも低くする）ようにした。これにより、磁性層の平均厚みの２０％以上の深さを有する
凹みが１６００μｍ2あたり１８０個となるようにした。これを除き、他は上記実施例１
と同様にして実施例６としての磁気記録媒体を得た。



(32) JP 6777218 B1 2020.10.28

10

20

30

40

50

【０１７２】
［実施例７］
　カレンダー処理の温度を調整する（実施例６よりもさらに低くする）ようにした。これ
により、磁性層の平均厚みの２０％以上の深さを有する凹みが１６００μｍ2あたり２０
０個となるようにした。これを除き、他は上記実施例６と同様にして実施例７としての磁
気記録媒体を得た。
【０１７３】
［実施例８］
　バック層形成用塗料における、小粒径のカーボンブラックの粉末（平均粒径（Ｄ５０）
２０ｎｍ）を９５質量部とし、大粒径のカーボンブラックの粉末（平均粒径（Ｄ５０）３
００ｎｍ）を５質量部とした。カレンダー処理の温度を調整する（実施例１よりも低くす
る）ようにした。さらに、磁性層の結着剤における塩化ビニル系樹脂とポリウレタン系樹
脂との重量比は、表１に示したように３：１となるようにした。これにより、磁性層の平
均厚みの２０％以上の深さを有する凹みが１６００μｍ2あたり１００個となるようにし
た。これを除き、他は上記実施例１と同様にして実施例８としての磁気記録媒体を得た。
【０１７４】
［実施例９］
　磁性層の結着剤における塩化ビニル系樹脂とポリウレタン系樹脂との重量比を表１に示
したように１：１．５となるようにした。これにより、磁性層の平均厚みの２０％以上の
深さを有する凹みが１６００μｍ2あたり１００個となるようにした。これを除き、他は
上記実施例８と同様にして実施例９としての磁気記録媒体を得た。
【０１７５】
［実施例１０］
　バック層形成用塗料における、小粒径のカーボンブラックの粉末（平均粒径（Ｄ５０）
２０ｎｍ）を９５質量部とし、大粒径のカーボンブラックの粉末（平均粒径（Ｄ５０）３
００ｎｍ）を５質量部とした。カレンダー処理の温度を調整する（実施例１よりも低くす
る）ようにした。さらに、磁性層の結着剤におけるポリウレタン系樹脂として、表１に示
したように１００℃のガラス転移点を有するものを用いた。これにより、磁性層の平均厚
みの２０％以上の深さを有する凹みが１６００μｍ2あたり１００個となるようにした。
これを除き、他は上記実施例１と同様にして実施例１０としての磁気記録媒体を得た。
【０１７６】
［実施例１１］
　バック層形成用塗料における、小粒径のカーボンブラックの粉末（平均粒径（Ｄ５０）
２０ｎｍ）を９５質量部とし、大粒径のカーボンブラックの粉末（平均粒径（Ｄ５０）３
００ｎｍ）を５質量部とした。カレンダー処理の温度を調整する（実施例１よりも低くす
る）ようにした。さらに、磁性層の結着剤におけるポリウレタン系樹脂として、表１に示
したように６０℃のガラス転移点を有するものを用いた。これにより、磁性層の平均厚み
の２０％以上の深さを有する凹みが１６００μｍ2あたり１００個となるようにした。こ
れを除き、他は上記実施例１と同様にして実施例１０としての磁気記録媒体を得た。
【０１７７】
［実施例１２］
　磁性層形成用塗料の調製工程において、磁性粉としてストロンチウムフェライト粒子の
粉末（六角板状、平均アスペクト比３．０、平均粒子サイズ２１．３ｎｍ、粒子体積２０
００ｎｍ3）を用いた。これを除き、他は上記実施例４と同様にして実施例１２としての
磁気記録媒体を得た。
【０１７８】
［実施例１３］
　磁性層形成用塗料の調製工程において、磁性粉としてε酸化鉄粒子の粉末（球状、平均
アスペクト比１．１、平均粒子サイズ１６ｎｍ、粒子体積２１５０ｎｍ3）を用いた。こ
れを除き、他は上記実施例４と同様にして実施例１３としての磁気記録媒体を得た。
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【０１７９】
［実施例１４］
　磁性層形成用塗料の調製工程において、磁性粉としてコバルトフェライトの粉末（立方
体状、平均アスペクト比１．７、平均粒子サイズ１８．５ｎｍ、粒子体積２２００ｎｍ3

）を用いた。これを除き、他は上記実施例４と同様にして実施例１４としての磁気記録媒
体を得た。
【０１８０】
［実施例１５］
　塗布工程において、磁性層形成用塗料および下地層形成用塗料が塗布される基体として
のポリエステルの（ＰＥＮ）フィルム代わりに、ＰＥＴ（ポリエチレンテレフタレート）
のフィルムを用いるようにした。これを除き、他は上記実施例４と同様にして実施例１５
としての磁気記録媒体を得た。
【０１８１】
［実施例１６］
　塗布工程において、磁性層形成用塗料および下地層形成用塗料が塗布される基体として
のポリエステルのフィルムの代わりに、ＰＥＥＫ（ポリエーテルエーテルケトン）のフィ
ルムを用いるようにした。これを除き、他は上記実施例４と同様にして実施例１６として
の磁気記録媒体を得た。
【０１８２】
［実施例１７］
　塗布工程において、乾燥条件を調整し、磁気記録媒体の厚み方向（垂直方向）における
角形比を６５％とした。これを除き、他は上記実施例４と同様にして実施例１７としての
磁気記録媒体を得た。
【０１８３】
［実施例１８］
　塗布工程において、磁性層の平均厚みを８０ｎｍとした。これを除き、他は上記実施例
４と同様にして実施例１８としての磁気記録媒体を得た。
【０１８４】
［比較例１］
　カレンダー処理の温度を調整する（実施例１よりも高くする）ことにより、磁性層の平
均厚みの２０％以上の深さを有する凹みが１６００μｍ2あたり１５個となるようにした
。これを除き、他は上記実施例１と同様にして比較例１としての磁気記録媒体を得た。
【０１８５】
［比較例２］
　バック層形成用塗料における、小粒径のカーボンブラックの粉末（平均粒径（Ｄ５０）
２０ｎｍ）を８０質量部とし、大粒径のカーボンブラックの粉末（平均粒径（Ｄ５０）３
００ｎｍ）を２０質量部として、磁性層の平均厚みの２０％以上の深さを有する凹みが１
６００μｍ2あたり２３０個となるようにした。これを除き、他は上記実施例１と同様に
して比較例２としての磁気記録媒体を得た。
【０１８６】
［比較例３］
　磁性層の結着剤における塩化ビニル系樹脂とポリウレタン系樹脂との重量比を、表１に
示したように１：０となるようにした。これにより、磁性層の平均厚みの２０％以上の深
さを有する凹みが１６００μｍ2あたり１００個となるようにした。これを除き、他は上
記実施例４と同様にして比較例３としての磁気記録媒体を得た。
【０１８７】
［比較例４］
　磁性層の結着剤における塩化ビニル系樹脂とポリウレタン系樹脂との重量比を、表１に
示したように４：１となるようにした。これにより、磁性層の平均厚みの２０％以上の深
さを有する凹みが１６００μｍ2あたり１００個となるようにした。これを除き、他は上
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【０１８８】
［比較例５］
　磁性層の結着剤における塩化ビニル系樹脂とポリウレタン系樹脂との重量比を、表１に
示したように１：４となるようにした。これにより、磁性層の平均厚みの２０％以上の深
さを有する凹みが１６００μｍ2あたり１００個となるようにした。これを除き、他は上
記実施例４と同様にして比較例５としての磁気記録媒体を得た。
【０１８９】
［比較例６］
　磁性層の結着剤におけるポリウレタン系樹脂として、表１に示したように３０℃のガラ
ス転移点を有するものを用いた。これにより、磁性層の平均厚みの２０％以上の深さを有
する凹みが１６００μｍ2あたり１００個となるようにした。これを除き、他は上記実施
例４と同様にして比較例６としての磁気記録媒体を得た。
【０１９０】
［比較例７］
　磁性層の結着剤における塩化ビニル系樹脂とポリウレタン系樹脂との重量比を、表１に
示したように１：１．５となるようにした。さらに、磁性層の結着剤におけるポリウレタ
ン系樹脂として、表１に示したように３０℃のガラス転移点を有するものを用いた。これ
により、磁性層の平均厚みの２０％以上の深さを有する凹みが１６００μｍ2あたり１０
０個となるようにした。これを除き、他は上記実施例４と同様にして比較例６としての磁
気記録媒体を得た。
【０１９１】
［評価］
　上述のようにして得られた実施例１～１８および比較例１～７の磁気記録媒体について
以下の評価を行った。
【０１９２】
（室温ＳＮＲ）
　記録／再生ヘッドおよび記録／再生アンプを取り付けた１／２インチテープ走行装置（
Mountain Engineering II社製、MTS Transport）を用いて、２５℃環境における磁気記録
媒体のＳＮＲ（電磁変換特性）を測定した。記録ヘッドにはギャップ長０．２μｍのリン
グヘッドを用い、再生ヘッドにはシールド間距離０．１μｍのＧＭＲヘッドを用いた。相
対速度は６ｍ／ｓ、記録クロック周波数は１６０ＭＨｚ、記録トラック幅は２．０μｍと
した。また、ＳＮＲは、下記の文献に記載の方法に基づき算出した。その結果を、実施例
１のＳＮＲを０ｄＢとする相対値で表１に示した。
　Y.Okazaki: ”An Error Rate Emulation System.”,IEEE Trans. Man., 31,pp.3093-30
95(1995)
【０１９３】
（ＳＮＲ低下）
　４５℃において、磁気記録媒体に対する全面記録（フルボリューム記録）を行ったのち
、すなわち磁気記録媒体の全長に亘って記録領域の全てに記録を行ったのち、その磁気記
録媒体に記録された全ての情報の再生を行う際のＳＮＲを測定した。次に、１０℃におい
て、磁気記録媒体に対する全面記録（フルボリューム記録）を行ったのち、その磁気記録
媒体に記録された全ての情報の再生を行う際のＳＮＲを測定した。そのようにして得た４
５℃でのＳＮＲと１０℃でのＳＮＲとの差分をＳＮＲ低下とした。
【０１９４】
　表１に、各実施例および各比較例における磁気記録媒体の構成および評価結果をまとめ
て示す。
【０１９５】
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【表１】

【０１９６】
　表１に示したように、実施例１～１８では、磁性層１３の表面１３Ｓには、磁性層１３
の平均厚みの２０％以上の深さを有する凹み１３Ａが１６００μｍ2あたり２０個以上２
００個以下の割合で形成されており、磁性層１３の表面１３Ｓにおける、１０℃以上４５
℃以下の温度において振り子粘弾性試験により求められる対数減衰率Δは０．０２５以上
０．０３５以下であり、対数減衰率Δの最大値と対数減衰率Δの最小値との差は０以上０
．０２０以下であるので、室温ＳＮＲおよびＳＮＲ劣化の双方において良好な結果が得ら
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れた。
【０１９７】
　比較例１では、磁性層１３の平均厚みの２０％以上の深さを有する凹部１３Ａが１６０
０μｍ2あたり１５個の割合で形成されているので、室温ＳＮＲの悪化が認められる。磁
気記録媒体の走行中に巻き込まれる空気を磁性層の表面とヘッドとの界面から十分に逃が
すことができず、磁性層１３の表面１３Ｓとヘッドとの間に空気層が生じ、磁性層１３の
表面１３Ｓがヘッドに対し十分に接触していないためと考えられる。また、比較例２では
、磁性層１３の平均厚みの２０％以上の深さを有する凹部１３Ａが１６００μｍ2あたり
２３０個の割合で形成されているので、やはり室温ＳＮＲの悪化が認められる。さらに、
ＳＮＲ低下も顕著となった。この理由として、凹部の面密度が高すぎることにより、磁性
層１３の表面１３Ｓとヘッドとの接触面積が減少したためと考えられる。
【０１９８】
　比較例３では、磁性層１３の結着剤にポリウレタン系樹脂が含まれていない。また、比
較例４においても磁性層１３の結着剤に含まれる塩化ビニル系樹脂の重量がポリウレタン
系樹脂の重量よりも十分に多い。このため、１０℃以上４５℃以下の温度において振り子
粘弾性試験により求められる対数減衰率Δの最小値がそれぞれ０．０１５および０．０１
８となった。それらの結果、いずれも、室温ＳＮＲの悪化が認められると共にＳＮＲ低下
も顕著となった。比較例３，４におけるＳＮＲ低下を測定した際の磁気ヘッド周辺の様子
を、図１２Ａに示す。図１２Ａに示したように、磁気記録媒体１０が磁気ヘッドと接触す
る領域の脇に、磁性層１３から離脱した磁性層１３の構成材料が付着している。
【０１９９】
　比較例５では、磁性層１３の結着剤に含まれる塩化ビニル系樹脂の重量がポリウレタン
系樹脂の重量よりも十分に少ない。このため、１０℃以上４５℃以下の温度において振り
子粘弾性試験により求められる対数減衰率Δの最小値が０．０４０となった。その結果、
室温ＳＮＲの悪化が認められると共にＳＮＲ低下も顕著となった。
比較例５におけるＳＮＲ低下を測定した際の磁気ヘッド周辺の様子を、図１２Ｂに示す。
図１２Ｂに示したように、磁気記録媒体１０と接触する磁気ヘッドの表面に、磁性層１３
から離脱した、粘性の高い磁性層１３の構成材料が付着している。
【０２００】
　比較例６，７では、１０℃以上４５℃以下の温度範囲において振り子粘弾性試験により
求められる対数減衰率Δのばらつき（最大値と最小値との差分）が、それぞれ０．０２１
および０．０２２となった。このため、室温ＳＮＲは良好であったものの、ＳＮＲ低下が
顕著となった。高温下での形状変化が発生しやすく、磁性層１３の表面１３Ｓの摩擦が増
大したためと考えられる。
【０２０１】
　以上、実施の形態およびその変形例を挙げて本開示を具体的に説明したが、本開示は上
記実施の形態等に限定されるものではなく、種々の変形が可能である。
【０２０２】
　例えば、上述の実施形態およびその変形例において挙げた構成、方法、工程、形状、材
料および数値等はあくまでも例に過ぎず、必要に応じてこれと異なる構成、方法、工程、
形状、材料および数値等を用いてもよい。具体的には、本開示の磁気記録媒体は、基体、
下地層、磁性層、バック層およびバリア層以外の構成要素を含んでいてもよい。また、化
合物等の化学式は代表的なものであって、同じ化合物の一般名称であれば、記載された価
数等に限定されない。
【０２０３】
　また、上述の実施形態およびその変形例の構成、方法、工程、形状、材料および数値等
は、本開示の主旨を逸脱しない限り、互いに組み合わせることが可能である。
【０２０４】
　また、本明細書において段階的に記載された数値範囲において、ある段階の数値範囲の
上限値または下限値は、他の段階の数値範囲の上限値または下限値に置き換えてもよい。



(37) JP 6777218 B1 2020.10.28

10

20

30

40

50

本明細書に例示した材料は、特に断らない限り、１種を単独で用いることができるし、２
種以上を組み合わせて用いることもできる。
【０２０５】
　以上説明したように、本開示の一実施形態としての磁気記録媒体によれば、全厚を薄く
し、繰り返し記録または繰り返し再生を実行したのちであっても、良好な電磁変換特性を
維持できる。
　なお、本開示の効果はこれに限定されるものではなく、本明細書に記載のいずれの効果
であってもよい。また、本技術は以下のような構成を取り得るものである。
（１）
　テープ状の磁気記録媒体であって、
　基体と、
　前記基体上に設けられた下地層と、
　前記下地層上に設けられた磁性層と
　を有し、
　前記磁性層の表面には、前記磁性層の平均厚みの２０％以上の深さを有する凹部が１６
００μｍ2あたり２０個以上２００個以下の割合で形成されており、
　前記磁性層の表面における、１０℃以上４５℃以下の温度において振り子粘弾性試験に
より求められる対数減衰率は０．０２５以上０．０３５以下であり、
　前記対数減衰率の最大値と前記対数減衰率の最小値との差は０以上０．０２０以下であ
り、
　前記磁気記録媒体の垂直方向における角形比は、６５％以上であり、
　前記磁性層の平均厚みは、８０ｎｍ以下であり、
　前記磁気記録媒体の平均厚みは、５．６μｍ以下である
　磁気記録媒体。
（２）
　前記対数減衰率は０．０２５以上０．０３０以下である
　上記（１）記載の磁気記録媒体。
（３）
　前記磁性層の表面には、前記凹部が１６００μｍ2あたり４０個以上２００個以下の割
合で形成されている
　上記（１）または（２）記載の磁気記録媒体。
（４）
　前記磁性層の表面には、前記凹部が１６００μｍ2あたり８０個以上１８０個以下の割
合で形成されている
　上記（１）から（３）のいずれか１つに記載の磁気記録媒体。
（５）
　前記基体は、ポリエステルまたはポリエーテルエーテルケトン（ＰＥＥＫ）を主たる成
分として含む
　上記（１）から（４）のいずれか１つに記載の磁気記録媒体。
（６）
　前記磁性層は磁性粉を含み、
　前記磁性粉は、Ｂａ（バリウム）およびＳｒ（ストロンチウム）のうちの少なくとも１
種を含有する六方晶フェライト、ε酸化鉄またはＣｏ（コバルト）含有スピネル型フェラ
イトを含む
　上記（１）から（５）のいずれか１つに記載の磁気記録媒体。
（７）
　前記下地層および前記磁性層は、潤滑剤を含み、
　前記潤滑剤は、下記の一般式＜１＞で示される化合物および下記の一般式＜２＞で示さ
れる化合物のうちの少なくとも一方、ならびに、下記の一般式＜３＞で示される化合物お
よび下記の一般式＜４＞で示される化合物のうちの少なくとも一方を含む
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　上記（１）から（６）のいずれか１つに記載の磁気記録媒体。
ＣＨ3（ＣＨ2）kＣＯＯＨ ・・・＜１＞
（但し、一般式＜１＞において、ｋは１４以上２２以下の範囲から選ばれる整数である。
）
ＣＨ3（ＣＨ2）nＣＨ＝ＣＨ（ＣＨ2）mＣＯＯＨ　・・・＜２＞
（但し、一般式＜２＞において、ｎとｍとの和は１２以上２０以下の範囲、より好ましく
は１４以上１８以下の範囲から選ばれる整数である。）
ＣＨ3（ＣＨ2）pＣＯＯ（ＣＨ2）qＣＨ3　・・・＜３＞
（但し、一般式＜３＞において、ｐは１４以上２２以下、より好ましくは１４以上１８以
下の範囲から選ばれる整数であり、且つ、ｑは２以上５以下の範囲、より好ましくは２以
上４以下の範囲から選ばれる整数である。）
ＣＨ3（ＣＨ2）pＣＯＯ－（ＣＨ2）qＣＨ（ＣＨ3）2 …＜４＞
（但し、前記一般式＜４＞において、ｐは１４以上２２以下の範囲から選ばれる整数であ
り、ｑは１以上３以下の範囲から選ばれる整数である。）
（８）
　前記下地層が、多数の孔部を有し、
　前記磁性層の凹みと前記下地層の孔部とがつながっている
　上記（７）記載の磁気記録媒体。
（９）
　テープ状の磁気記録媒体を順次送り出すことのできる送り出し部と、
　前記送り出し部から送り出された前記磁気記録媒体を巻き取ることのできる巻き取り部
と、
　前記送り出し部から前記巻き取り部へ向けて走行する前記磁気記録媒体と接触しつつ、
前記磁気記録媒体への情報書き込み、および前記磁気記録媒体からの情報読み出しを行う
ことのできる磁気ヘッドと
　を備え、
　前記磁気記録媒体は、
　基体と、
　前記基体上に設けられた下地層と、
　前記下地層上に設けられた磁性層と
　を有し、
　前記磁性層の表面には、前記磁性層の平均厚みの２０％以上の深さを有する凹部が１６
００μｍ2あたり２０個以上２００個以下の割合で形成されており、
　前記磁性層の表面における、１０℃以上４５℃以下の温度において振り子粘弾性試験に
より求められる対数減衰率は０．０２５以上０．０３５以下であり、
　前記対数減衰率の最大値と前記対数減衰率の最小値との差は０以上０．０２０以下であ
り、
　前記磁気記録媒体の垂直方向における角形比は、６５％以上であり、
　前記磁性層の平均厚みは、８０ｎｍ以下であり、
　前記磁気記録媒体の平均厚みは、５．６μｍ以下である
　磁気記録再生装置。
（１０）
　前記磁気記録媒体の長手方向に加わるテンションを調整可能な構成を有する
　上記（９）に記載の磁気記録再生装置。
（１１）
　テープ状の磁気記録媒体と、
　前記磁気記録媒体を収容する筐体と
　を備え、
　前記磁気記録媒体は、
　基体と、
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　前記基体上に設けられた下地層と、
　前記下地層上に設けられた磁性層と
　を有し、
　前記磁性層の表面には、前記磁性層の平均厚みの２０％以上の深さを有する凹部が１６
００μｍ2あたり２０個以上２００個以下の割合で形成されており、
　前記磁性層の表面における、１０℃以上４５℃以下の温度において振り子粘弾性試験に
より求められる対数減衰率は０．０２５以上０．０３５以下であり、
　前記対数減衰率の最大値と前記対数減衰率の最小値との差は０以上０．０２０以下であ
り、
　前記磁気記録媒体の垂直方向における角形比は、６５％以上であり、
　前記磁性層の平均厚みは、８０ｎｍ以下であり、
　前記磁気記録媒体の平均厚みは、５．６μｍ以下である
　磁気記録媒体カートリッジ。
【符号の説明】
【０２０６】
　１０…磁気記録媒体、１１…基体、１１Ａ，１１Ｂ…主面、１２…下地層、１３…磁性
層、１４…バック層、２０，２０Ａ…ε酸化鉄粒子、２１…コア部、２２…シェル部、２
２ａ…第１シェル部、２２ｂ…第２シェル部、３０…記録再生装置、３１…スピンドル、
３２…リール、３３，３４…駆動装置、３５…ガイドローラ、３６…ヘッドユニット、３
７…通信インターフェース、３８…制御装置、４１…サーバ、４２…パーソナルコンピュ
ータ、４３…ネットワーク、１００…測定用試料、１０１…試料ステージ、１０３…基板
、１０４…振り子付円柱型シリンダエッジ、１０５…固定用テープ。
【要約】
【課題】使用時における良好な走行性能を発揮することのできる磁気記録媒体を提供する
。
【解決手段】この磁気記録媒体は、テープ状の磁気記録媒体であって、基体と、その基体
上に設けられた下地層と、その下地層上に設けられた磁性層とを有する。磁性層の表面に
は、磁性層の平均厚みの２０％以上の深さを有する凹みが１６００μｍ2あたり２０個以
上２００個以下の割合で形成されている。磁性層の表面における、１０℃以上４５℃以下
の温度において振り子粘弾性試験により求められる対数減衰率は０．０２５以上０．０４
０以下である。対数減衰率の最大値と対数減衰率の最小値との差は０以上０．０２０以下
である。垂直方向における角形比は、６５％以上である。磁性層の平均厚みは、８０ｎｍ
以下である。磁気記録媒体の平均厚みは、５．６μｍ以下である。
【選択図】図１
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【図１】 【図２Ａ】

【図２Ｂ】 【図２Ｃ】
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【図３Ａ】 【図３Ｂ】

【図４】

【図５】

【図６】

【図７】
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【図８】 【図９】

【図１０】

【図１１】

【図１２Ａ】

【図１２Ｂ】
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